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1.�	�　この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式

174,692千円（見込額）の募集及び株式186,480千円（見込額）の

売出し（引受人の買取引受による売出し）並びに株式58,800千円

（見込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）につ

いては、当社は金融商品取引法第５条により有価証券届出書を2026

年９月30日に関東財務局長に提出しておりますが、その届出の効力

は生じておりません。

	 �　したがって、募集の発行価格及び売出しの売出価格等については

今後訂正が行われます。

	 　なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。

2.�	�　この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内

容のうち、「第三部　特別情報」を除いた内容と同一のものであり

ます。



東京都港区芝五丁目13番18号

新株式発行並びに株式売出届出目論見書

株式会社ＬＴＶ－Ｘ



本ページ及びこれに続く写真・図表等は、当社の概況等を要約・作成したものであります。
詳細は、本文の該当ページをご参照ください。

1 Purpose＆Mission

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントにて事業を行っておりますが、展開して
いる市場や業界、クライアント規模の大小に応じて、複数のシリーズ／プロダクト展開をしております。 

-コンパウンドSaaS-
-SaaS生産工場-

世の中の課題をクラウドで解決する

2 事業コンセプト～LTV100PJ～



（1） LTV-Labシリーズ（CRM・MA）（※1、2）

　LTV-Labシリーズ（CRM・MA）は、中堅・中小事業者向けのCRM・MAツールとして展開しております。その中でも「LTV-Lab」は、
中堅・中小通販EC事業者（アパレル／健康食品／化粧品／雑貨など）や小売業など、BtoCだけではなく、BtoBの事業も含む企業を
中心に、オンラインマーケティングの施策のPDCAを回すことによるLTVの向上にむけて導入されております。

3 事業概要

（2） ふるさとLab
　ふるさとLabは、自治体向けのふるさと納税寄付におけるリピーターを増やすサービスとして展開しております。

　当社のCRMを用いてふるさと納税寄付者の情報を収集・分析することで、寄付者一人一人に合わせた最適な情報配信（ふるさと
納税・観光情報・地域内イベントなど）の仕組みづくりを構築します。

業務負担軽減
寄付額UP

地域経済活性化

地場企業・自治体職員

自治体当社
地域課題の共有

✓CRMによるふるさと納税者
の情報管理支援

✓MAツールによる情報発信
支援

✓取り組み成果の見える化

✓現状における課題の共有
✓ふるさと納税の寄付者情報

の提供
   （顧客情報・注文情報）

1.「ふるさと納税のPR」や「地域情報発信」に関する課題を
当社に共有頂きます。

2.地域の特性に合わせた最適なふるさと納税のPR方法を、
自治体関係部門と一緒に考え、リピート対策施策と地域
情報配信施策を行います。将来的な返礼品提供事業者の
活性化を図ります。

3.取り組みにより、魅力あるふるさと納税
や地域情報のPRが可能になり、ふるさ
と納税寄付額の増加だけではなく、観
光や移住定住を巻き込んだ地域活性
化に繋げることが可能となります。

（※3）

※1　Customer Relation Managementの略称。広義には「顧客との関係を管理するもの」、狭義には「顧客関係管理ツール／システム」のこと。
※2　Marketing Automationの略称。マーケティングのプロセスを自動化するツール。
※3　顧客一人一人に合わせた商品レコメンドデータを連携すること。



在庫分析・マッピング

（3）  LTV-Zaiko
　LTV-Zaikoは、小売業を中心とした事業者向けの需要予測／在庫分析ツールとして展開しております。

■独自ビジネスモデル

　販売状況をAIが分析し、需要予測から発注量、店舗移動数・
最適価格を提示するシステムです。小リソースで運営可能な
在庫コントロールシステムです。

　在庫分析・マッピング機能では、全商品を7ステージにわけ
て分析・可視化することができます（売れ行き商品・過剰在
庫・不良在庫 等々）。

利益損失大

廃棄
評価損値引き

店間移動

補充発注

在庫管理
販売予測

初回配分
出荷

商品企画
生産

利益損失小 AI需要予測（全SKU（※4）×店舗）

4 事業の特徴

開発 企画・運営 営業

コスト大(開発コスト↑） コスト小 コスト大（営業コスト↑）

外部開発パートナー
（レベニューシェア）

販売パートナー
（成果報酬）

-コンパウンドSaaS-
-SaaS生産工場-

【特徴】
① �SaaSのコスト要因である「開発コスト」「営業コスト」をパートナーを活用することで低コストでの運営を実現。 

当社は企画・運用（CS）に集中することで、複数プロダクトを同時並行に開発・展開し、低コストでマルチプロダクト戦略を実現
させることが可能になりました。

② �①の実現によりCS（カスタマーサクセス）へ注力できる環境を整えました。これにより、顧客の声を素早くプロダクト開発へ反
映できるSaaSとしての強みを確立し、継続率の向上とチャーンレート（※5）の低減を実現いたしました。

※4　Stock Keeping Unitの略称。在庫管理や受発注における商品の最小管理単位のこと。

※5　一定期間内にサービスの利用を解約した顧客の割合のこと。



カスタマーサクセスチームによる成果型支援

専門知識を持つCSチーム

各分野の運用・分析
手法に精通したカス
タマーサクセス担当
者が、クライアント
をチームでサポート
します。

個別コンサルティング PDCAを回し続ける状態へ

クライアントとともに
「ツール導入」から
「PDCAを回し続け
結果を出す」状態へ
と変化していきます。

クライアント企業毎
の状況・課題に合わ
せた運用提案を定期
的に実施し、継続的
に伴走支援します。

コンサルティングの過程で、当社
とクライアント企業の間に「LTV
向上」という共通目標認識が醸成
され、長期的なパートナーシップ
を実現します。

多様なクライアントからの要望や
コンサルティング実績が蓄積され、
サービス品質の継続的な向上とと
もに横展開が可能な状態になりま
す。

LTV向上という共通認識へ ノウハウの継続的な蓄積

SaaS型 スクラッチ開発型 LTV-Xシリーズ

導入 〇
（低い）

×
（高い）

〇
（低い）

コスト 〇
（比較的安価）

×
（高価）

◎
（安価）

カスタマイズ △
（低い）

〇
（高い）

〇
（SaaS＋カスタマイズ）

拡張性 高

拡張性 低

高価安価

LTV-Xシリーズ

SaaS型

スクラッチ型

高価

拡張性 高

安価

拡張性 低

-コンパウンドSaaS-
-SaaS生産工場-

■SaaS型とスクラッチ開発型の両方のメリットを提供

■「低価格×高拡張性」でアーリーステージからの伴走を実現

「低価格×高拡張性」を強みに導入ハードルを下げ、アーリーステージからのCRM実践を支援。
企業の成長に合わせた柔軟な拡張機能で長期的伴走を実現し、顧客の成長とともに自社LTVの最大化を図ります。

【特徴】
SaaS型では要望は満たせない、スクラッチ型では費用増大になる、という企業課題を解決。

汎用的な部分はSaaS型で月額費用、そこに各企業の要望部分の開発を加えることで、SaaSでもない、スクラッチでもない、新た
なアジャイルシステムの提供により、継続率の最大化を実現いたしました。

（SaaS型・スクラッチ開発型・LTV-Xシリーズ　の比較表）



各SaaSに蓄積されたデータと外部データを集約したビッグデータを活用し、AIで高度に分析。自社だけでは見えなかった市場の
全体像や業界の標準、潜在ニーズを解明し、新ビジネス創出や競争力強化を圧倒的な精度とスピードで実現します。

フェーズ１：LTV-100SaaS
（SaaSの量産によるデータ構造化）

●現場のデータを整理・構造化するため100種類のSaaSを連動させる「コンパウンドSaaS」を目指し、
　企業の様々な課題を解決していきます。
●フェーズ2に向けた強力な基盤創りのフェーズ。

蓄積した構造化データを武器に、新市場・業界へ進出。既存の枠組みを超え、市場シェアを狙う。

1

2

3

蓄積された1stPartyDataを、フェーズ2であるAIと連携させることにより、各企業が汎用的且つセキュアに自社データを
連携・活用できる基盤を構築する。

LTV-Labの共通基盤を活かし、さらに周辺業務をカバーするSaaSを量産しマネタイズ化。
幅広い業務領域を網羅し、各企業の重要資産である1stPartyData（※6）を蓄積する。

●当社はフェーズ１でLTV-100SaaS、SaaSの量産によるデータ構造化を実施し、SaaSを通じて
　収益化（マネタイズ）とデータ蓄積を同時に実現していきます。フェーズ１で実現した安定した
　収益でフェーズ２、AIによる最適化（AIエージェンティックAPI構想）の実現を目指します。
●現在フェーズ２に向けて、ログデータの取得・統合基盤の開発を進めており、データ活用の前提
　となる基盤整備に取り組み中。

生成されたモデルを再度各サービスにフィードバックし、クロスセル・アップセル、離脱防止など顧客企業の成長に直結する提案を自動化

1

2

3

データをAIに学習させることにより、業種・業態・企業規模ごとに最適化されたLTV最大化モデルを自動的に生成

各サービス利用から得られる顧客行動データ等を、安全に且つ匿名化処理のうえで収集・蓄積する仕組みの整備

フェーズ2：AIによる最適化
（AIエージェンティックAPI構想）

既存の顧客基盤の上に新たなプロダクト・サービスを積み上げてストック収入を高めていきます。

マーケティング・CRM基盤

業種特化型ソリューション

現在
マーケティング分野
業種特化型ソリューション
のサービスラインナップ拡充

バックオフィス分野への拡大

経営支援・分析領域への拡大

外部データ

フェーズ3：次世代AIマーケティング
＆ビジネスイノベーション

5 今後の取り組み

※6　ファースト・パーティ・データとは、企業や組織が自社の顧客との関わりの中で直接収集した顧客データのこと。



（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。
３．�潜在株式調整後１株当たり当期（四半期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。
４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。
５．第12期、第13期及び第14期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フローに係る各項目については記載しておりません。
６．�第15期、第16期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法

第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人和宏事務所の監査を受けております。なお、第12期、第13期及び第14期については、「会社計算規則」（平成18年法務
省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しております。また、当該各数値については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人和宏
事務所の監査を受けておりません。また、第17期第１四半期の四半期財務諸表については、株式会社名古屋証券取引所の「四半期財務諸表等の作成基準」第４条第
１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて作成しており、監査法人和宏事務所の期中レビューを受けてお
ります。

７．�当社は、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っております。第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純
資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

　 �そこで、株式会社名古屋証券取引所の引受担当者宛通知「『上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成20年４月４日付名証自規
Ｇ第８号及び平成24年10月１日付同取扱い）に基づき、第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を参考までに
掲げると、以下のとおりとなります。

　 �なお、第12期、第13期及び第14期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、監査法人和宏事務所の監査を受けておりません。

主要な経営指標等の推移
回　　　　　次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

第1四半期

決　算　年　月 2022年3月 2023年3月 2024年3月 2025年3月 2026年3月 2026年6月

売上高 213,665 252,679 291,405 352,101 444,626 126,716

経常利益 38,110 31,762 49,358 81,107 147,277 50,640

当期（四半期）純利益 37,292 21,964 36,181 54,644 97,544 33,968

持分法を適用した場合の投資利益 － － － － － －

資本金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数� （株） 2,117 2,117 2,117,000 2,117,000 2,117,000 －

純資産額 180,834 202,799 238,980 293,625 391,169 425,137

総資産額 202,706 232,749 279,225 339,093 460,625 466,596

1株当たり純資産額� （円） 85,420.17 95,795.58 112.89 138.70 184.78 －

1株当たり配当額
（うち1株当たり中間配当額）� （円） －

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）

1株当たり当期（四半期）純利益� （円） 17,615.84 10,375.41 17.09 25.81 46.08 16.05

潜在株式調整後
1株当たり当期（四半期）純利益� （円） － － － － － －

自己資本比率� （％） 89.2 87.1 85.6 86.6 84.9 91.1

自己資本利益率� （％） 23.0 11.5 16.4 20.5 28.5 －

株価収益率� （倍） － － － － － －

配当性向� （％） － － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー － － － 73,477 127,973 －

投資活動によるキャッシュ・フロー － － － △21,064 △26,207 －

財務活動によるキャッシュ・フロー － － － － － －

現金及び現金同等物の期末（四半期末）残高 － － － 249,922 351,688 －

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）� （人）

8
（－）

11
（－）

13
（－）

12
（－）

13
（－）

－
（－）

回　　　　　次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期
第1四半期

決　算　年　月 2022年3月 2023年3月 2024年3月 2025年3月 2026年3月 2026年6月

1株当たり純資産額� （円） 85.42 95.80 112.89 138.70 184.78 －

1株当たり当期（四半期）純利益� （円） 17.62 10.38 17.09 25.81 46.08 16.05

潜在株式調整後
1株当たり当期（四半期）純利益� （円） － － － － － －

1株当たり配当額
（うち1株当たり中間配当額）� （円） －

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）
－

（－）

（単位：千円）

6 業績等の推移



（注）�当社は、2023年7月1日付で普通株式1株につき1,000株の割合で株式分割を行っております。上記では第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した
場合の1株当たり指標の数値を記載しております。

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

● 売上高
（単位：千円）

● 純資産額／総資産額

● 1株当たり純資産額

（単位：円）

● 1株当たり当期（四半期）純利益

● 経常利益

● 当期（四半期）純利益

（単位：円）

純資産額 総資産額
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213,665
252,679

202,706
232,749 293,625

339,093

460,625

425,137

466,596

第12期

（2022年）3月期

第13期

（2023年）3月期

第14期

（2024年）3月期

第15期

（2025年）3月期

第16期

（2026年）3月期

第17期
第1四半期
累計期間

（2026年）6月期

第12期

（2022年）3月期

第13期

（2023年）3月期

第14期

（2024年）3月期

第15期

（2025年）3月期

第16期

（2026年）3月期

第17期
第1四半期
累計期間
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【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年９月30日
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【事務連絡者氏名】 取締役　柴田　喬英
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【事務連絡者氏名】 取締役　柴田　喬英

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】 募集金額

ブックビルディング方式による募集　　　　　　174,692,000円

売出金額

（引受人の買取引受による売出し）

ブックビルディング方式による売出し　　　　　186,480,000円

（オーバーアロットメントによる売出し）

ブックビルディング方式による売出し　　　　 　58,800,000円

（注）　募集金額は、有価証券届出書提出時における見込額（会

社法上の払込金額の総額）であり、売出金額は、有価証

券届出書提出時における見込額であります。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

【表紙】
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種類 発行数（株） 内容

普通株式 367,000（注）２

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。なお、単元株式数は100株でありま

す。

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

　（注）１．2026年９月30日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、2026年10月15日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

３．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

４．上記とは別に、2026年９月30日開催の取締役会において、Ｊトラストグローバル証券株式会社を割当先とす

る当社普通株式105,000株の第三者割当増資を行うことを決議しております。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。
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区分 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

入札方式のうち入札による募集 － － －

入札方式のうち入札によらない募集 － － －

ブックビルディング方式 367,000 174,692,000 94,539,200

計（総発行株式） 367,000 174,692,000 94,539,200

２【募集の方法】

2026年10月26日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受け」欄

記載の金融商品取引業者（以下「第１　募集要項」において「引受人」という。）は、買取引受けを行い、当該引受

価額と異なる価額（発行価格）で募集（以下「本募集」という。）を行います。引受価額は2026年10月15日開催予定

の取締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総額

を当社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して

引受手数料を支払いません。

　なお、本募集は、株式会社名古屋証券取引所（以下「取引所」という。）の定める「有価証券上場規程施行規則」

第256条に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮

条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。）により

決定する価格で行います。

　（注）１．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されており

ます。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、2026年９月30日開催の取締役会決議に基づき、

2026年10月26日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出される

資本金等増加限度額（見込額）の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であ

ります。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格（560円）で算出した場合、本募集における発行価格の総額

（見込額）は205,520,000円となります。

６．本募集並びに「第２　売出要項　１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」及び「２　売出しの条

件（引受人の買取引受による売出し）」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状

況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２　売出要項　３　売出株式（オーバーアロ

ットメントによる売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照

下さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３【募集の条件】

（１）【入札方式】

①【入札による募集】

　該当事項はありません。

②【入札によらない募集】

　該当事項はありません。

発行価格
（円）

引受価額
（円）

払込金額
（円）

資本組入
額（円）

申込株数
単位
（株）

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

(注)１

未定

(注)１

未定

(注)２

未定

(注)３
100

自　2026年10月27日(火)

至　2026年10月30日(金)

未定

(注)４
2026年11月４日(水)

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、2026年10月15日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、2026年10月26日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、2026年10月15日開催予定の取締役会において決定される予定であ

ります。また、「２　募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び2026年10月

26日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、2026年9月30日開催の取締役会において、

増加する資本金の額は、2026年10月26日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、2026年11月５日（木）（以下「上場（売買開始）日」という。）の予定であります。本募

集に係る株式は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の「株式等の振替に関する業務規

程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2026年10月19日から2026年10月23日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更または撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各社の店頭における表示またはホームペ

ージにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。

①【申込取扱場所】

　後記「４　株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。
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店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　虎ノ門支店 東京都港区虎ノ門２－３－１７

②【払込取扱場所】

　（注）　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数

（株）
引受けの条件

Ｊトラストグローバル証券
株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

未定

１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、2026年11月４日までに

払込取扱場所へ引受価額と

同額を払込むことといたし

ます。

３．引受手数料は支払われませ

ん。ただし、発行価格と引

受価額との差額の総額は引

受人の手取金となります。

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６

計 － 367,000 －

４【株式の引受け】

　（注）１．2026年10月15日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。

２．上記引受人と発行価格決定日（2026年10月26日）に元引受契約を締結する予定であります。

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。
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払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

189,078,400 10,000,000 179,078,400

５【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

　（注）１．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格（560円）を基礎として算出した見込額であり

ます。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

（２）【手取金の使途】

　上記の手取概算額179,078千円については、「１ 新規発行株式」の（注）４．に記載の第三者割当増資の手

取概算額上限54,096千円と合わせた手取概算額合計上限233,174千円を、運転資金として中期的な成長方針で

あるプロダクトラインナップの拡充を加速させるための「システム開発費」及び「システム運用関連費用」、

顧客支援体制をより強化するための「採用関連投資」、および認知度向上と新たな顧客開拓のための「マーケ

ティング費用」に充当する予定であります。

当社は、導入初期の設定から運用設計、モニタリング、改善提案に至るまで一貫した顧客支援を行い、顧客の

業務定着と成果創出を実現することを特徴としております。

中長期的には、多角的なクラウドサービスを量産し、ＥＣにとどまらず幅広い業種・業務のデータを構造化・

集約する基盤を構築してまいります。単一機能のクラウドサービスにとどまらない「データ統合型プラットフ

ォーム」としての価値を確立することで、顧客1社あたりの平均単価の大幅な向上および蓄積データを活用し

た追加収益の実現を目指しております。これらの成長戦略を推進するにあたり、システム開発の加速ならびに

顧客支援体制の強化は不可欠であると認識しております。

「システム開発費」クラウドシステム開発費として110,670千円（2027年３月期：6,647千円、2028年３月期：

53,874千円、2029年３月期：50,148千円）を充当する予定であります。

「システム運用関連費用」として64,698千円（2027年３月期：6,911千円、2028年３月期：29,011千円、2029

年３月期：28,775千円）を充当する予定であります。

「マーケティング費用」として5,220千円（2027年３月期：180千円、2028年３月期：2,520千円、2029年３月

期：2,520千円）を充当する予定であります。

「採用関連投資」として52,586千円（2027年３月期：2,076千円、2028年３月期：20,644千円、2029年３月

期：29,865千円）を充当する予定であります。

また、上記調達資金は、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
333,000 186,480,000

東京都港区麻布台１丁目３番１号

麻布台ヒルズ森JPタワー23階

ドコモ・イノベーションファンド２号投資

事業有限責任組合　　　　　　333,000株

計(総売出株式) － 333,000 186,480,000 －

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　2026年10月26日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件

（引受人の買取引受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者（以下「第２　売出

要項」において「引受人」という。）は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価

格、発行価格と同一の価格）で売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）を行います。引受人は株

式受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は

引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

　（注）１．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（560円）で算出した見込額であります。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。

５．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式（オーバーアロットメントによる

売出し）」及び「４　売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１

(注)２

未定

(注)２

自　2026年

10月27日(火)

至　2026年

10月30日(金)

100
未定

(注)２

引受人の本店及

び全国各支店

東京都渋谷区恵比寿四丁目

20番３号

Ｊトラストグローバル証券

株式会社

未定

(注)３

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格の決定方法は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）１．

と同様であります。

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には、利息をつけません。

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日（2026年10月26日）に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、上場（売買開始）日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機

構の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を

行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．上記引受人の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2）ブックビルディング方式」の（注）

７．に記載した販売方針と同様であります。
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種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
105,000 58,800,000

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

Ｊトラストグローバル証券株式会社

105,000株

計(総売出株式) － 105,000 58,800,000 －

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、Ｊトラストグローバル証券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメ

ントによる売出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止さ

れる場合があります。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、2026年９月30日開催の取締役会において、Ｊト

ラストグローバル証券株式会社を割当先とする当社普通株式105,000株の第三者割当増資の決議を行ってお

ります。また、Ｊトラストグローバル証券株式会社は、名古屋証券取引所においてオーバーアロットメント

による売出しに係る売出株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」とい

う。）を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．「第１　募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（560円）で算出した見込額であります。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の（注）３．に記載した振替機関と同

一であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

売出価格
（円）

申込期間
申込株数単位

（株）
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１

自　2026年

10月27日(火)

至　2026年

10月30日(金)

100
未定

(注)１

Ｊトラストグ

ローバル証券

株式会社の本

店及び全国各

支店

－ －

（２）【ブックビルディング方式】

　（注）１．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、利息をつけませ

ん。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場（売買開始）日の予定で

あります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」

に従い、機構にて取扱いますので、上場（売買開始）日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．Ｊトラストグローバル証券株式会社の販売方針は、「第２　売出要項　２　売出しの条件（引受人の買取引

受による売出し）　(2）ブックビルディング方式」の（注）７．に記載した販売方針と同様であります。
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(1) 募集株式の数 当社普通株式　105,000株

(2) 募集株式の払込金額 未定　（注）１．

(3)
増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項に基づ

き算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、増加する資

本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とす

る。　（注）２．

(4) 払込期日 2026年12月７日（月）

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．名古屋証券取引所ネクスト市場への上場について

　当社は、「第１　募集要項」における新規発行株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、Ｊトラストグローバル証券株式会社を主幹事会社として、名古屋証券取引所ネクスト市場への上場を予定

しております。

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

　オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である株式会社ＳＲＩ（以下「貸株人」という。）より借入れる株式であります。これに

関連して、当社は、2026年９月30日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式105,000株の

第三者割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会

社法上の募集事項については、以下のとおりであります。

　（注）１．募集株式の払込金額（会社法上の払込金額）は、2026年10月15日開催予定の取締役会において決定される予

定の「第１　募集要項」における新規発行株式の払込金額（会社法上の払込金額）と同一とする予定であり

ます。

２．割当価格は、2026年10月26日に決定される予定の「第１　募集要項」における新規発行株式の引受価額と同

一とする予定であります。

　また、主幹事会社は、2026年11月5日から2026年11月27日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的とし

て、名古屋証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカ

バー取引を行う場合があります。

　主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数については、割当てに応じ

ない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資における発行数の全部または一部につき申込みが行われ

ず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数が減少する、または発行そのものが全く行わ

れない場合があります。また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断でシンジケートカバー

取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合がありま

す。
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３．ロックアップについて

　本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、当社の株主である小村富士夫、貸株人及び当社の株主で

ある株式会社ＳＲＩ及び当社役員５名、並びにその他当社株主８名（対象となる株式総数1,784,000株）は、主幹事

会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の2027年５月３日までの期間（以

下「ロックアップ期間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却（ただし、引

受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すことは除

く。）等は行わない旨合意しております。

　また、当社の役員・従業員かつ新株予約権者である14名（役員６名　従業員８名）は、主幹事会社に対し、元引受

契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の2027年５月３日までの期間、主幹事会社の事前の書

面による同意なしには、当社新株予約権及び新株予約権の行使により取得した株式の売却等を行わない旨合意してお

ります。

　更に、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の

発行、当社株式に転換若しくは交換される有価証券の発行または当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された

有価証券の発行（ただし、本募集、株式分割、ストックオプションとしての新株予約権の発行及びオーバーアロット

メントによる売出しに関連し、2026年９月30日開催の当社取締役会において決議された主幹事会社を割当先とする第

三者割当増資等を除く。）等を行わない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。

　上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等による募

集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間に継続所有等の確約を行っております。その内容については、「第

四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 213,665 252,679 291,405 352,101 444,626

経常利益 （千円） 38,110 31,762 49,358 81,107 147,277

当期純利益 （千円） 37,292 21,964 36,181 54,644 97,544

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 （株） 2,117 2,117 2,117,000 2,117,000 2,117,000

純資産額 （千円） 180,834 202,799 238,980 293,625 391,169

総資産額 （千円） 202,706 232,749 279,225 339,093 460,625

１株当たり純資産額 （円） 85,420.17 95,795.58 112.89 138.70 184.78

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 17,615.84 10,375.41 17.09 25.81 46.08

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 89.2 87.1 85.6 86.6 84.9

自己資本利益率 （％） 23.0 11.5 16.4 20.5 28.5

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － 73,477 127,973

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － △21,064 △26,207

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － －

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） － － － 249,922 351,688

従業員数
（人）

8 11 13 12 13

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (－) (－) (－)

第二部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

５．第12期、第13期及び第14期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・

フローに係る各項目については記載しておりません。

６．第15期及び第16期は主にソフトウエアの取得による支出により投資活動によるキャッシュ・フローがマイナ

スとなっております。

７．第15期、第16期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年
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回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

１株当たり純資産額 （円） 85.42 95.80 112.89 138.70 184.78

１株当たり当期純利益 （円） 17.62 10.38 17.09 25.81 46.08

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人和

宏事務所の監査を受けております。なお、第12期、第13期及び第14期については、「会社計算規則」（平成

18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しております。また、当該各数値については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人和宏事務所の監査を受けておりません。

８．当社は、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っております。第14期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

そこで、株式会社名古屋証券取引所の引受担当者宛通知「『上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』

の作成上の留意点について」（平成20年４月４日付名証自規Ｇ第８号及び平成24年10月１日付同取扱い）に

基づき、第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を参考ま

でに掲げると、以下のとおりであります。

なお、第12期、第13期及び第14期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、監査法

人和宏事務所の監査を受けておりません。

2026/09/28 16:41:43／26400249_株式会社ＬＴＶ－Ｘ_有価証券届出書（新規公開）

- 13 -



年月 概要

2010年９月 大阪市淀川区において情報処理サービスの提供を目的に株式会社ＤＭＩを設立

2011年１月 販路拡大のため東京オフィスを東京都港区に設立

2013年６月 株式会社ｄｍｉへ社名変更

2015年12月 会社分割により情報処理サービス部門を事業譲渡（売却）

株式会社コアフォースへ社名変更

東京都港区芝公園へ本社を移転

2016年１月
株式会社ＬＴＶ－ＩｎｎｏｖａｔｉｏｎよりＡＳＰ事業を譲り受け、

「ＬＴＶ－Ｌａｂ」の販売を開始

2019年10月 「ふるさと－Ｌａｂ」の販売を開始

2021年10月 株式会社ＬＴＶ－Ｘへ社名変更

2023年３月 東京都港区芝へ本社を移転

2023年４月 「ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏ」の販売を開始

２【沿革】

　当社の事業は、現代表取締役社長野口学夫が2008年１月に、現筆頭株主である小村富士夫氏が代表であるインキュ

ベーションファンドの株式会社Ｊスタイルに入社し、社内インキュベーション事業としてＳａａＳ事業を立ち上げ、

ＬＴＶ－Ｌａｂの提供を開始したことに始まります。事業を分社化して株式会社ＬＴＶ－Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎを設

立した後、事業拡大に伴い、2016年１月に当社の前身である株式会社コアフォースにＡＳＰ事業を譲渡し、現在の株

式会社ＬＴＶ－Ｘ（資本金1千万円、旧：株式会社コアフォース）となりました。
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３【事業の内容】

　当社は、「世の中の課題をクラウドで解決する」という企業理念を掲げ、先進的なテクノロジーを活用してデータ

を可視化する技術やノウハウを武器に、データ活用による企業の売上高拡大、業務効率化や省力化、意思決定を支援

するクラウドサービスを展開しております。

　企業のデジタル化・省力化へのシフトや働き方の見直しに伴う業務の自動化・効率化などへの取り組みが続いてお

り、それらを支援するソフトウエアについては、各分野で高い需要が維持されております。特に当社が手掛けるＳａ

ａＳ型クラウドサービスは、各分野においてイニシャルコストを抑えて短期での導入が可能であることや、システム

更新などの運用負荷を軽減できることから導入へのハードルが低いため、企業規模や業種を問わずＳａａＳに対する

投資意欲が高まっており、これが市場成長をけん引しております。

　当社の強みは、各分野に関する運用・分析手法についての知見を持ったカスタマーサクセスチームによるコンサル

ティングの充実であります。当社カスタマーサクセスチームによる個々のクライアント企業に適したコンサルティン

グを実施することにより、クライアント企業の担当者は、「ツールを導入して満足する」状態から「ＰＤＣＡを回し

続け結果を出す」状態に到達していると考えております。また、このコンサルティングの過程で、当社とクライアン

ト企業との間で「ＬＴＶを向上する」という共通認識が構築されるとともに、様々なクライアントからの要望やコン

サルティングのノウハウが蓄積されます。そこから、カスタマーサクセスチームが要望やノウハウを基にサービス・

新機能のクラウドサービスを提案することにより、新しい価値をクライアントに提供する事が可能となる好循環が生

まれております。

　　　　　　　　　　　　

　また、当社の最大の特徴は、クラウドサービスの新機能開発から提供までをスピーディーに実現する点でありま

す。カスタマーサクセスチームが要件定義を行い、外部開発パートナーによる実装、および多数の販売パートナーと

の連携を組み合わせることで、効率的な事業推進体制を構築しております。様々な業界に向けて将来的に100種類の

クライアント向けのＳａａＳ型クラウドサービスの開発・展開を目指し、複数のサービスを組み合わせて一体的に提

供（コンパウンドＳａａＳ）をする「ＬＴＶ－100」という行動指針に掲げております。さらに将来的には、ＡＩ技

術を加えることで、ツール間をまたいだ高度なデータ分析を可能にし、顧客の売上拡大をより強力に支援する体制の

構築を目指しております。

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントにて事業を行っております

が、展開している市場や業界、クライアント規模の大小に応じて、複数のシリーズ／プロダクト展開をしておりま

す。

　各プロダクト概要は以下のとおりであります。

（１）　ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズ（ＣＲＭ・ＭＡ）

　ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズ（ＣＲＭ・ＭＡ）は、中堅・中小事業者向けのＣＲＭ・ＭＡツールとして展開しており

ます。その中でも「ＬＴＶ－Ｌａｂ」は、中堅・中小通販ＥＣ事業者（アパレル／健康食品／化粧品／雑貨など）

や小売業など、ＢｔｏＣだけではなく、ＢｔｏＢの事業も含む企業を中心に、オンラインマーケティングの施策の

ＰＤＣＡを回すことによるＬＴＶの向上にむけて導入されております。既に多数のECカートサービス等と連携対応

が可能となっております。また展開当時より中堅・中小企業でもＣＲＭ・ＭＡツールが導入できるよう、低価格プ

ランを採用する一方で、メール配信無制限とし、クライアント企業の投資対効果の充実を図ってまいりました。ま

たデータ連携等に関しても、既存の様々なＥＣシステムと標準的なデータ連携機能を開発・実装し、自社ＥＣサイ
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製品名 特徴 対象規模

ＥＣ・通販向けＣＲＭシステム。顧客管理・情

報配信・分析が一気通貫で行えるサービス。
中小～中堅規模

ＬＴＶ－Ｌａｂの機能に加え、高度な分析機能

を搭載し、大企業での分析から運用までをサポ

ートするＣＲＭシステム。

大規模

実店舗とＥＣ向けＣＲＭシステム。データを統

合し、そのデータに対して様々な情報配信がで

きるサービス。

中堅～大規模

ＢｔｏＢ通販に特化したＭＡ／ＣＲＭシステ

ム。ＢｔｏＢ取引を意識した機能を多数用意

し、ＢｔｏＢ取引をＤＸ化するサービス。

中小～中堅規模

定期購入・単品リピート通販向けＣＲＭシステ

ム。
中小規模

トだけではなく、モールや実店舗の顧客注文データ統合も可能としております。

＜ＥＣシステム標準データ連携機能＞

　　　　　

　クライアント企業が「ＬＴＶ－Ｌａｂ」のサービスを活用することで、「１ｓｔ Ｐａｒｔｙ Ｄａｔａ」といわれ

る、クライアント企業自身が保有する顧客データ（氏名や購入履歴など）やＷｅｂサイトへのアクセスログ等といっ

た行動履歴データを一元管理・整理することが可能です。

　また、蓄積されたデータを自動で分析・分類し、メールやＬＩＮＥ等の最適な手段で顧客ごとに適した情報配信を

行うことができます。これにより、クライアント企業はリピート購入やファン化を促す施策を実行し、ＬＴＶ向上が

可能となります。

＜ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズの主なサービスラインナップ＞

　ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズは、主に次の主要なサービスによって構成されています。

（２）　ふるさとＬａｂ

　ふるさとＬａｂは、自治体向けのふるさと納税寄付におけるリピーターを増やすサービスとして展開しておりま

す。これまで民間のＥＣ通販事業支援で培ったノウハウを自治体に提供し、自治体が抱える課題を解決すること
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で、ふるさと納税寄付額の向上から地方創生支援につなげてまいります。また、これをきっかけにふるさと納税及

び関係人口の増加に寄与し、地域活性化を促進することを目指しております。

＜ふるさとＬａｂ概念図＞

（３）　ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏ

　ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏは、小売業を中心とした事業者向けの需要予測／在庫分析ツールとして展開しております。

「大量生産・大量廃棄という世界的課題の解決。そしてサステナブルな世界を構築する」をスローガンとして、ＬＴ

Ｖ－Ｌａｂで培った顧客育成のノウハウを商品の管理／育成に展開し、商品の無駄な値引きを抑制し、最適な在庫状

態を可視化できる分析を実装しました。また、在庫分析にとどまらず、その結果を行動にシームレスに展開ができる

ようＬＴＶ－Ｌａｂへの連携を実現いたしました。具体的には、ＬＴＶ－Ｌａｂで保有している各商品のアクセス履

歴や販売状況と連携する事により、「何故売れているのか」「何故売れていないのか」を分析・可視化でき、またＬＴ

Ｖ－Ｚａｉｋｏで抽出した商品リストをＬＴＶ－Ｌａｂに連携し、情報配信を行うといった事も可能になります。
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用語 説明

ＬＴＶ

Ｌｉｆｅ Ｔｉｍｅ Ｖａｌｕｅ（顧客生涯価値）の略称。

ある顧客が、自社の商品・サービスを初めて利用してから、長期的な関係の

中で生涯にわたって得られる利益（売上）の総量を指す。

ＳａａＳ

Ｓｏｆｔｗａｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ（サース/サーズ）。

複数の機能を持ったソフトウエアから、ユーザーが必要な機能を選んで利用

するソフトウエアの提供形態、または、ソフトウエア提供サービスのこと。

サービス提供事業者側のシステム（サーバ）で稼働しているソフトウエア機

能を、インターネットを通じてブラウザ上で利用するタイプのサービスが主

流。

コンパウンドＳａａＳ

コンパウンドＳａａＳとは、共通のデータ基盤を持ち、既存顧客への新プロ

ダクト連携提供を通じて、顧客の業務フロー全体を包括的に支える「複合

型」のサービスモデルを指す。

１ｓｔ Ｐａｒｔｙ Ｄａｔａ

１ｓｔ Ｐａｒｔｙ Ｄａｔａ（ファースト・パーティ・データ）とは、企業

や組織が自社の顧客との関わりの中で直接収集した顧客データのことを指

す。類義語に２ｎｄ Ｐａｒｔｙ Ｄａｔａ（セカンド・パーティ・デー

タ/他社が収集したデータ）、３ｒｄ Ｐａｒｔｙ Ｄａｔａ（サード・パーテ

ィ・データ/自社以外のサイトから収集したデータ）がある。

ＣＲＭ

Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（顧客

関係管理）の略称。

広義には「顧客との関係を管理するもの」、狭義には「顧客関係管理ツール

／システム」のことを表す。

マーケティングオートメーション

（ＭＡ）
マーケティングのプロセスを自動化するツール。

＜用語集＞

＜事業系統図＞

　　

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営方針

　当社は「世の中の課題をクラウドで解決する」というビジョンのもと、先進的なテクノロジー活用によるデー

タを可視化する技術やノウハウを武器に、データ活用による企業の売上高拡大、業務効率化や省力化、意思決定

を支援するサービスを展開しております。

（２）経営環境

　当社が提供する「ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズ」はクラウド型ＣＲＭ市場に属します。クラウド型ＣＲＭ市場の市

場規模は2029年度には1.2兆円超の市場となる予測（（注）１）であります。また、国内ＡＩシステムの市場規模

は2029年には4.1兆円超の市場予測（（注）２）となっており、ＡＩによる自動化・パーソナライズ化に伴い、よ

り一層の活用及び市場の拡大が見込めると考えております。

　デジタルマーケティング市場においては、企業が保有する顧客データを活用した顧客体験の向上・パーソナラ

イズ施策への重要性が増しております。加えて、ＡＩ技術の進化により、企業が保有する顧客データ等を収集・

構造化し、ＡＩが活用可能なデータとして蓄積することの重要性が高まっております。

　さらに、企業においては、様々な情報が複数のシステムや部門に分散して管理され、統合・一元化ができてい

ないケースが多く、活用するための人材やノウハウも不足しております。

　当社は、前述のとおり多岐に渡る業界に向けて複数のＳａａＳ型クラウドサービスを開発・展開するコンパウ

ンドＳａａＳ構想を推進しており、それぞれの市場で様々な規模の企業に当社サービスを利用いただくことによ

り、各ユーザーの顧客満足度向上がもたらす各市場の拡大と合わせて、当社事業も順調に拡大し得ると考えてお

ります。

（注）１．出典：デロイト トーマツ ミック経済研究所株式会社　「マーテック市場の現状と展望 2025年度版

クラウド型ＣＲＭ市場編 （第９版）」

（注）２．出典：ＩＤＣ　Ｊａｐａｎ株式会社「2024年国内ＡＩシステム市場予測を発表」

（３）経営戦略

　当社の推進するコンパウンドＳａａＳ構想は、複数のプロダクトを複数の市場に向けて展開することで、①多

様なニーズをカバーできる、②クロスセルによる販売機会の最大化、③顧客のロイヤリティ向上による継続率の

向上、④市場環境の変動リスクを最小化といった特徴を持ちます。特定の分野にフォーカスしたソリューション

だけを提供するのではなく、統合的に顧客のニーズを解決できるソリューションを提供する体制を構築すること

が当社の経営戦略の中心となる考え方であります。

　また、当社の推進するＳａａＳ型クラウドサービス事業は、継続率の高いサービス利用料が収入の大半を占め

るストック型ビジネス（サブスクリプションモデル）であり、収益・投資等の計画を立てやすく、スケールメリ

ットを得やすいビジネスモデルのため、基本的には堅調な事業推進が可能となっております。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社は「世の中の課題をクラウドで解決する」というビジョンのもと、特定の分野にフォーカスしたソリュー

ションだけを提供するのではなく、統合的に顧客のニーズを解決できるソリューションを提供する体制を構築す

るため、以下のとおり当社の事業上及び財務上の課題として掲げております。

①顧客に対する提供価値の向上と販路の拡大

　当社事業には競合する企業が多数存在しておりますが、次の３点について他社との差別化を図っておりま

す。

ａ．充実したカスタマーサポート

　近年多くの企業がカスタマーサポートをメールやチャットのみの対応としておりますが、当社は課題

解決の即時性及び有効性を重視し、電話対応も行っております。電話での問答で課題解決が図れない場

合は、オンラインＭＴＧで画面共有しながらサポートを行うなど、完全伴走型で顧客の課題解決をサポ

ートする体制は当社の強みの一つであると考えております。

ｂ．新アジャイルモデルによるサービスのカスタマイズ性

　新アジャイルモデルとは、ＳａａＳ型だけでは不満、スクラッチ型では費用が増大になる、といった
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ＳａａＳ型 スクラッチ型 ＬＴＶ－Ｘシリーズ

導入
○

（低い）

×

（高い）

〇

（低い）

コスト
○

（比較的安価）

×

（高価）

◎

（安価）

カスタマイズ
△

（低い）

○

（高い）

〇

（ＳａａＳ＋カスタマイズ）

両者の課題を解決した開発モデルになります。

　汎用的な部分はＳａａＳ型によるリカーリングモデル（（注）３）による提供、そこに各企業の要望

部分の開発を一部加える事で、ＳａａＳでもない、スクラッチ開発でもない、新たなアジャイルモデル

の提供になります。独自開発を一部加える事により、顧客独自のシステムとなり、顧客継続率・ＬＴＶ

の最大化を実現化しております。

（注）３．継続的に価値を提供し、長期的な収益（継続収益）を得るビジネスモデル

＜新アジャイルモデル　モデル比較表＞

・ＳａａＳ型とスクラッチ開発型両方のメリットを提供

[特徴]

・ＳａａＳ型では要望が満たせない、スクラッチ型では費用が膨大になるという企業課題を解決

・汎用的な部分はＳａａＳ型で月額課金、そこに各企業の要望部分の開発（スポット課金）を加えるこ

　とで、ＳａａＳでもない、スクラッチでもない新たなアジャイルシステムとなり、顧客継続率・ＬＴ

　Ｖの最大化を実現

ｃ．低価格・従量課金の仕組み

　当社のサービスは、競合他社に比べると安価に導入・運用が可能です。クラウドサービスであるため

多額の初期費用がかからないことはもちろん、ランニングコストも低く抑えられることで、顧客の導入

コスト及び運用負荷を軽減することが可能です。

　また当社サービスは、メール配信機能を持つツールとして一般的なメール配信数による従量課金を行

っておりません。これは、メールの配信数（課金）を気にして十分な施策を打てない（メールマガジン

を配信できない）ことを避けるためであり、大きな特徴の一つであります。

　これらの点をふまえ、当社はこれまでもサービス面、性能面、機能面で競争力を高めてまいりました。今

後も顧客の声を積極的に取り入れ、性能面の改善や新機能の追加を継続的に提供することにより、顧客への

提供価値向上を図ることが重要であると考えております。また、今後も継続して広告宣伝活動の強化、提携

代理店等との連携強化等を通じ、自社サービスの販路拡大を進めてまいります。

②優秀な人材の確保

　当社が中長期的に成長するにあたり、提供するサービスの付加価値を高め、新規顧客を獲得するととも

に、サービスの解約率を低く抑えることが重要であると考えております。そのためには、優秀な人材の確保

と育成が重要であると考えております。事業の拡大に合わせて優秀な人材の採用と、優秀な人材の育成を継

続して進めてまいります。

③情報管理体制の強化

　当社は、顧客が保有する個人情報を含め様々な情報を預かっているため、当該情報管理を継続的に強化し

続けることが重要であると考えております。そのため、プライバシーマークを取得し情報管理体制の維持向

上を図るといった対策を行っております。また、情報管理規程等に基づき管理を徹底するだけでなく、社内

教育・社内研修の実施やシステムの整備等を継続して行っております。

④システムの安定性の確保

　当社は、インターネットを利用して顧客にサービスを提供しているため、システムの安定稼働が必要不可

欠であります。このため、顧客の増加に合わせたサーバーの処理能力を増強する施策を計画的に実施し、シ

ステムの安定性確保に努めてまいります。また、災害発生時に備えてバックアップサーバーを構築する施策

も継続して実施しております。
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用語 説明

アジャイルモデル

（アジャイル型）

アジャイル開発のこと。

アジャイル開発とはソフトウエア開発手法のひとつで、機能単位の小さなサイク

ルで[計画・設計・開発・テスト]までの工程を繰り返す開発方法。変化に対応し

ながら進めることで、リスクを最小限にすることが出来る。

スクラッチ型

スクラッチ型開発のこと。

スクラッチ開発とは、ソフトウエアやコンピュータシステムをゼロの状態から、

完全オーダーメイドで作り出す開発手法のこと。

スポット課金
継続型の従量課金に対して、単発での課金形態のこと。

初期費用や追加の開発費用などがこれにあたる。

ＭＲＲ

ＭＲＲは、Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｒｅｃｕｒｒｉｎｇ Ｒｅｖｅｎｕｅの略で、「月次

経常収益」や「月間定期収益」のように、毎月繰り返し得ることのできる月額料

金。該当期の最終月の数値のこと。また、毎年繰り返し得ることのできる年額料

金をＡＲＲといい、Ａｎｎｕａｌ Ｒｅｃｕｒｒｉｎｇ Ｒｅｖｅｎｕｅの略で、

該当期の最終月のＭＲＲを12倍した数値のこと。

金額解約率
金額解約率は、年間ＭＲＲに占める年間解約金額（前月解約による当月ＭＲＲ減

収額の年間合計）のこと。

⑤内部管理体制の強化

　当社は成長段階にあり、業務運営の効率化やガバナンス、リスクマネジメントのための内部管理体制の強

化が重要な課題であると認識しております。そのため当社は監査等委員会の設置、社外取締役の選任、内部

監査体制の強化などを通じて、コンプライアンス強化に努めております。また、内部監査人と監査等委員会

との連携強化等の施策により業務執行の適法性・妥当性・透明性を監視する機能を強化し、財務報告に係る

リスクを最小化して、経営の健全化に努めてまいります。

⑥財務上の課題

　当社は無借金経営を維持しており、キャッシュ・フロー及び手元流動性ともに安定した状態を確保してお

り、本書提出日現在において対処すべき財務上の重要課題はございません。なお、今後の事業拡大に備え

て、更なる内部留保資金の確保等により、引き続き財務基盤の強化に努めてまいります。

（５）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社が提供するサービスは、サービス利用料としての月額料金を課金することで、継続的な収益を獲得するこ

とができるものであるため、ＭＲＲ、金額解約率を指標として重視しております。

＜用語集＞
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社は「世の中の課題をクラウドで解決する」というビジョンのもと、特定の分野にフォーカスしたソリューショ

ンだけを提供するのではなく、統合的に顧客のニーズを解決できるソリューションを提供する体制の構築を目指し、

事業活動を通じて労働人口の減少等の社会課題の解決や環境・経済の持続可能性の実現に取り組んでおります。当社

のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、本書提

出日現在において当社が判断したものであります。

（１）ガバナンス

　当社はサステナビリティに対する取り組みの検討やリスク及び機会を監視し管理するため、関係部門間で連携して

実施しており、経営課題について取締役会を中心としたコーポレート・ガバナンス体制を構築し、解決に向けた取り

組みを行っております。コーポレート・ガバナンス体制については「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガ

バナンスの状況等」をご参照ください。

（２）リスク管理

　当社は、「リスク管理規程」「コンプライアンス規程」に基づき、リスク管理委員会を設置し、リスクの未然防止

と早期かつ適切な対応を通じて損失を最小限に抑えることを目指し、組織的かつ計画的な取り組みを進めておりま

す。サステナビリティに関するリスク及び機会についても経営に影響を与える可能性のあるリスク情報を認識・評価

を行うとともに、重要なリスク及び機会を認識した場合は対処を検討し、取締役会等に報告する体制でリスクマネジ

メントを行っております。

（３）戦略

　当社は、サステナビリティに関する取組みを、事業活動に伴うリスクへの対応にとどまらず、中長期的な企業価値

の向上につながる機会としても捉えております。特に、人的資本への投資及び情報管理体制の強化は、当社の競争力

の向上及び持続的な成長に資する重要な機会であると認識しております。

＜人的資本＞

　当社が中長期的に成長するにあたり、優秀な人材の確保と育成が重要であると考えており、性別や年齢、国籍など

を問わず、多様性に富んだ優秀な人材の積極的な採用、社内教育・社内研修等に取り組んでおります。引き続き従業

員が能力を最大限発揮できる体制を構築し、優秀な人材の採用と併せて、優秀な人材の育成を進めてまいります。

＜情報管理体制の強化＞

　当社は、顧客が保有する個人情報を含め様々な情報を預かっているため、当該情報管理を継続的に強化し続けるこ

とが重要であると考えております。そのため、外部の監査機関の監査を受け、プライバシーマーク認証を取得し、情

報管理規程等に基づき管理を徹底するだけでなく、社内教育・社内研修・情報の取り扱いに関する監査等の実施やシ

ステムの整備等を継続して行い、情報管理体制の強化に取り組んでおります。

（４）指標及び目標

　当社は、上記「(３) 戦略」で述べたとおり、人的資本への投資及び情報管理体制の強化を重要視して投資を行う

こととしておりますが、組織が拡大中であり一定の指標を設けて定点観測することが困難であるため、現時点では定

量的な指標や、目標設定はしておりません。今後、成長を続ける中で適切な指標や目標の設定について検討を進めて

いく予定であります。
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３【事業等のリスク】

　本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであります。

　当社は、これらのリスクの発生可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

あります。なお、文中に記載している将来に関する事項は、本書提出日現在において入手可能な情報に基づき当社が

判断したものであり、将来において発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

　また以下の各事項において、当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期、当該リスクが顕在化したときに当社の

経営成績等の状況に与える影響について合理的に予見することが困難な場合には、その可能性の程度や時期・影響に

ついての記述は行っておりません。なお、当社はリスク管理の基本方針及び管理体制を「リスク管理規程」において

定め、リスク管理の基盤としての内部統制システムと、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会において、

事業を取り巻く様々なリスクに対して適切な管理を行い、リスク顕在化の予防を図っております。

（１）事業に関するリスク

①　市場環境について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社が提供するクラウドを利用したＳａａＳ型サービスについては、現在、企業が業務の自動化や効率化を

進めており、それらを後押しするシステム投資へのマインドが上向いていることから、企業規模を問わず高い

需要が継続しております。しかしながら、今後の経済情勢や景気動向等の変化によって、顧客企業の投資マイ

ンドが減退するような場合には、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　このような市場環境の中、当社では、提供プロダクト・サービスの多角化を進めることにより、外部環境の

急激な変動に強いビジネスモデルの構築を推進しております。

②　競合について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社が事業を展開するＣＲＭ／ＭＡツール市場は競合企業が複数存在しており、今後ＳａａＳ型サービス等

のクラウド市場の拡大に伴い、規模の大小を問わず競合企業が新規に参入する可能性があります。競合企業や

新規参入企業との競争激化により、当社が想定している事業展開が図れない場合等には、当社の事業運営、経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社は、提供するサービス品質の高さ、アジャイル開発による顧客要望の早期実現及びカスタマーサポート

の充実という点を当社の強みとして認識しており、これらの点を維持・強化することで競争力の維持に努めて

おります。

③　技術革新への対応について（発生可能性：中、時期：常時、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社がサービスを提供するインターネット業界においては、新技術の開発及びそれに基づく新サービスの導

入が頻繁に行われ、変化の激しい業界となっております。何らかの理由で技術革新等への対応が遅れた場合、

当社が提供するサービスの競争力が低下する可能性があります。また予定していない開発費等の投資が発生し

た場合には、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社は、技術革新や新しいトレンドには柔軟に対応していく必要があると考えているため、役職員が主体的

に最新の技術動向や環境変化についての情報収集を支援する体制を整えているほか、優秀な人材の獲得及びリ

スキリング支援（（注）１）といった社員教育の拡充にも取り組んでおります。

（注）１．新しい技術や時代の変化に伴い、新しい知識やスキルを習得すること

④　システムトラブルについて（発生可能性：中、時期：常時、影響度：大）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社のサービスはインターネット経由で提供されており、サービス基盤は社内外のネットワークやシステム

に依存しております。例えば自然災害や事故等により、電力供給の停止等の予測不可能な様々な要因により、

ネットワークやシステムが停止した場合には、サービスを提供することが不可能となる場合があります。また

アクセスの一時的な増加による負荷増大で当社サーバーが停止する場合や大規模なプログラム障害でサービス

提供に支障が出る場合があります。さらに、外部からの不正な手段によるコンピュータ内への侵入等の犯罪や
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当社担当者の過誤等によって、当社のシステムに重大な影響が出る場合があります。これらの場合、当社のサ

ービスへの信用度が著しく低下し、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社では、前述のような様々な状況下でも安定的にサービスを提供するため、サーバー設備の増強やバック

アップ体制を整備しております。

⑤　新規事業への投資について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：低）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社では、事業規模の拡大と収益源の多様化を実現するため、新規事業を開発するための取り組みを積極的

に進めていく方針であります。しかしながら、将来の事業環境の変化等により、新規事業が当初の計画どおり

に推移せず、投資に対して十分な回収を行うことができなかった場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。

[リスクへの対応策]

　新規事業が安定して収益を生み出すまでには、一定期間、研究開発等への投資を要することが想定され、全

社の利益率を低下させる可能性があるため、新規事業への投資については市場動向を充分に観察分析し、事業

計画等を慎重に検討した上で実行判断をするほか、既存事業の収益とのバランスを勘案しながら、許容できる

リスクについて判断しております。

⑥　当社サービスについて（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：大）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社の売上高は、主力サービスである「ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズ」に依存したものとなっております。2026

年３月期においては全体の売上高の70%を超えております。当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期を正確

に予測することはできませんが、市場環境等の変化により「ＬＴＶ－Ｌａｂシリーズ」の売上高が著しく減少

した場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　主力サービスの安定供給を図るとともに、継続的に新たなシステム開発を行うことで、提供プロダクト・サ

ービスの多角化を図り、ストック収益の拡大、特定のサービスに依存しないビジネスモデルの構築を推進し、

リスクを分散することに注力してまいります。

⑦　外注開発会社への依存について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：大）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、ジャストウェア株式会社への外注依存度が高い状態にあり、2026年３月期においては開発全体の

84.4％を占めております。ジャストウェア株式会社の業績悪化・契約解除等、他の理由で契約が終了又は不利

な変更があった場合、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社サービスの開発・保守等を行うジャストウェア株式会社には、システム構築に関するノウハウが蓄積さ

れており、現状は開発効率およびコスト面において継続的な取引が最適であると判断しております。また、ジ

ャストウェア株式会社と適切な業務委託契約を締結し、業務委託料をレベニューシェアとすることで、当社サ

ービスの拡大が同社の売上拡大にも寄与できる体制となっており、相互に成長期待が持てる体制及び関係性を

構築しております。一方で、ソースコードは当社が管理しており、他開発会社への変更は可能であります。必

要に応じて、外注開発先をマルチ化して、リスクの軽減を図ってまいります。

（２）会社組織に関するリスク

①　内部管理体制について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：低）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は事業規模に応じた組織体制を志向しており、内部管理体制についても組織の規模に応じたものとなっ

ております。しかし、今後の事業拡大に応じて適切かつ十分な対応ができなかった場合には、当社の事業遂行

及び拡大に制約が生じ、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社は今後、事業及び業容の拡大に先んじて人材の採用を行うとともに、内部管理体制の適切な強化・充実

を図る予定であります。
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②　人材の確保・育成について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社では、今後更なる業容拡大に対応するため、優秀な人材を確保し、継続して育成・定着させることが重

要な課題であると考えております。しかし、当社が求める人材を十分に確保できず、また社内における人材育

成が計画通りに進まない場合、適正な人員配置が困難となり、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があ

ります。

[リスクへの対応策]

　採用においては、採用活動の開始時期を早期化し、事業計画と連動した採用計画の達成を図ります。また、

入社後及び在籍社員の人材育成や福利厚生制度の充実を図り、定着率の向上を図るといった各種施策を推進す

ることでリスクへ対処してまいります。

③　特定人物への依存について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　代表取締役社長である野口学夫は、2019年以降継続して当社代表を務めており、経営方針の決定から事業運

営までにおいて極めて重要な役割を果たしております。しかしながら、何らかの理由により業務遂行が困難に

なった場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社では、適切な権限移譲を図るための組織整備や社内の人材育成を行うことによって、特定人物へ依存し

ない経営体制の構築を進めてまいります。

④　情報管理体制について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：大）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、顧客企業の会員に関する個人情報を取り扱っており、細心の注意を払いながら業務を推進しており

ますが、万が一個人情報の流出が発生した場合、社会的信用の失墜や当該事象に起因する多額の経費発生等に

より、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当該情報流出を回避するため、2016年９月に「プライバシーマーク」の認証を取得し、個人情報基本規程、

業務マニュアル等のルールの整備充実に取り組み、社員教育の徹底等により、個人情報を保護・管理する体制

の維持に努めております。

⑤　知的財産権について（発生可能性：低、時期：常時、影響度：低）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、当社が開発した知的財産については適切に登録等を行い当社財産の保全を図っております。しかし

ながら、第三者による当社の権利に対する侵害により、企業・ブランドイメージの低下、サービス運営への悪

影響等を招き、その対応のために多額の費用が発生する可能性があります。

　また万が一当社が第三者の知的財産を侵害した場合には、損害賠償請求、使用差し止め請求や社会的信用を

失うことなどが想定され、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社が保有する知的財産を侵害されるリスクについては、定期的に該当事項がないか調査を行い、疑義が生

じた場合は専門家と連携を取り調査を行うこととしております。

　また、当社が他社の保有する知的財産を侵害するリスクについては、サービスの開発段階において採用する

技術等について、必要に応じて専門家と連携を取り調査を行うこととしております。

⑥　訴訟等について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、現在において訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、将来の法的規制等の改正等

に適時適切に対応できないことや各種契約等の解釈の齟齬が生じたこと等を原因とする訴訟が提起された場

合、内容及び結果によっては当社の事業運営、経営成績、財政状態及び企業としての社会的信用に影響を及ぼ

す可能性があります。

[リスクへの対応策]

　訴訟等が提起されることを未然に防止するため、内部管理体制の整備・運用を通して法令等遵守体制を構築

しております。不正行為や法令違反については内部または外部通報窓口への通報を促し、当社全体でリスクに

対処できる体制を整えております。
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⑦　自然災害、感染症について（発生可能性：中、時期：常時、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社事業は、インターネットや第三者が提供するクラウドサーバー等に依存しております。そのため、これ

らに被害をもたらす恐れのある大規模な自然災害が発生した場合には、事業を継続することができない等の支

障が生じ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、新型コロナウィルス感染症のような疫病の感染が拡大した場合にも、対面での商談やオフラインのイ

ベント開催ができないことによる見込み顧客数や商談数の減少により、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。

[リスクへの対応策]

　当社は大規模災害が発生し、当社近隣が被災した場合に備えＢＣＰを作成しており、有事の際にはこれを指

針として適切な対処に努めてまいります。

　また、感染症の拡大については、受ける影響を最小化するため、テレワーク設備・制度の導入や当社役職員

への感染症拡大を防止する各種対策を講じております。

（３）その他

①　筆頭株主について（発生可能性：中、時期：中～長期、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社の筆頭株主である小村富士夫氏は、株式会社ＳＲＩ（代表取締役小村富士夫）持ち分と合わせ、本書提

出日現在で発行済株式総数の55.0％（うちＳＲＩ社持分8.0％）を保有しており、今後も引き続き大株主にとど

まる見込みであります。

　当社としては安定株主であるとの認識ですが、将来的に何らかの事情により同氏が保有する当社株が売却さ

れた場合には、当社株式の市場価格及び流通状況に影響を及ぼす可能性があります。

②　配当政策について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：低）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、当面は株主への長期的な利益還元を実現するために、環境変化に対応した事業展開を行うととも

に、内部留保資金の充実を図る方針でおります。将来は、株主への利益還元と財務体質並びに内部留保の充実

のバランスを考慮しながら、配当を検討する所存でおりますが、現時点においては配当実施の可能性及びその

実施時期につきましては未定であります。

③　新株予約権の行使による株式価値の希薄化について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：低）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は、役職員の業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的として、当社の役職員に対して新株

予約権を付与しており、本書提出日現在におけるこれらの新株予約権による潜在株式数は238,300株であり、発

行済株式総数の11.3％に相当しております。これらの新株予約権が行使された場合には、当社の１株当たりの

株式価値が希薄化し、当社の株価に影響を及ぼす可能性があります。

④　調達資金の使途、投融資について（発生可能性：低、時期：中～長期、影響度：中）

[リスクの内容と顕在化した際の影響]

　当社は新規上場に伴う公募増資資金について、システム開発、マーケティング、人材採用等による費用に充

当する計画としております。しかしながら当社の属する業界の環境変化や、それに伴う今後の事業計画の見直

し等により、投資による期待通りの効果が上げられなくなる可能性や、場合によっては充当先の変更が生ずる

可能性があります。この場合、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおり

であります。

①　財政状態の状況

第16期事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（資産）

　当事業年度末における流動資産合計は396,906千円で、前事業年度末に比べ110,478千円増加いたしました。

これは主に当社事業であるクラウドシステムの開発・運営事業の好調に伴う営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの創出により現金及び預金が101,766千円、同様に売上高が伸長したことにより売掛金が8,656千円増加した

ことによるものであります。

　固定資産合計は63,719千円となり、前事業年度末に比べ11,053千円増加いたしました。これは減価償却費に

より有形固定資産は3,253千円、無形固定資産は13,066千円それぞれ減少しましたが、サービス基盤となるサ

ーバーの取得により有形固定資産が6,780千円、当社事業用ソフトウエアの無形固定資産が19,660千円増加し

たことで減少分を吸収したことによるものであります。

（負債）

　当事業年度末における負債合計は69,456千円で、前事業年度末に比べ23,987千円増加いたしました。これは

主に当社事業の好調に伴い当期の課税所得が増加したことで未払法人税等が19,100千円、課税売上の増加に伴

い流動負債の「その他」に含まれる未払消費税等が2,821千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当該事業年度末における純資産合計は391,169千円で、前事業年度末に比べ97,544千円増加いたしました。

これは当期純利益を97,544千円計上したことによるものであります。

第17期第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

（資産）

　当第１四半期累計期間における流動資産は405,965千円で、前事業年度末に比べ9,059千円増加いたしまし

た。これは主に当社事業であるクラウドシステムの開発・運営事業の好調に伴う営業活動によるキャッシュ・

フローの創出により、現金及び預金が4,089千円、同様に売上高が伸長したことにより売掛金が2,356千円増加

したことによるものであります。

　固定資産合計は60,630千円となり、前事業年度末に比べ3,088千円減少いたしました。これは減価償却費に

より有形固定資産は738千円、無形固定資産は3,595千円それぞれ減少したことによるものであります。投資そ

の他の資産に含まれる「繰延税金資産」は前期末比2,174千円減少いたしました。主な要因は、前期末の未払

事業税等の納付による一時差異の解消によるものであります。

（負債）

　当第１四半期累計期間における負債合計は41,458千円で、前事業年度末に比べ27,998千円減少いたしまし

た。これは主に前期末に計上していた確定税額の納付に伴い未払法人税等が23,886千円、流動負債の「その

他」に含まれる未払消費税等が2,867千円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第１四半期累計期間における純資産合計は425,137千円で、前事業年度末に比べ33,968千円増加いたしま

した。これは四半期純利益を33,968千円計上したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は91.1%（前事業年度末は84.9%）となりました。

②　経営成績の状況

第16期事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

　あらゆる情報がデジタル化されビッグデータ化する中で、当社は「世の中の課題をクラウドで解決する」と

いうビジョンのもと、先進的なテクノロジー活用によるデータを可視化する技術やノウハウを武器に、データ

活用による企業の売上高拡大、業務効率化や省力化、意思決定を支援するサービスを展開しております。

　当事業年度の経営環境においては、前年度から引き続き高い需要が維持されております。特に当社が手掛け

るＳａａＳ型クラウドサービスは、イニシャルコストを抑えて短期での導入が可能であることや、システム更
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新などの運用負荷を軽減できることから導入へのハードルが低く、企業規模や業種を問わず投資意欲が高く、

市場成長をけん引しております。

　当社では、成熟期にあるプロダクト「ＬＴＶ－Ｌａｂ」では高収益・高成長を確立しており、「ＬＴＶ－Ｓ

ａｌｏｎ・わくわく店舗」「Ｒｉｇｈｔ－Ｔｉｍｅ」では安定した売上を継続し、導入期から成長期に差し掛

かった「ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏ」「ふるさとＬａｂ」は年を追うごとに順調に成長を続けております。特に、

「ふるさとＬａｂ」については、総務省が「2025年10月以降、ポイント付与を行うサイトを介したふるさと納

税を禁止する」旨の発表を行い、同制度が施行されました。制度改正によりリピーター向け施策を得意とする

当社サービスへの引き合いは高まっており、全社ベースで引き続き高い成長率と利益率を同時に実現しており

ます。

　新規顧客を獲得するための活動としては、サービスサイトのコンテンツ拡充やＷｅｂセミナー等の開催によ

り、当社サービスに関心をもつ顧客を集客し、導入を検討する企業にはサービス説明やデモを実施しながら受

注を獲得してまいりました。また販売パートナーとの協働（展示会出展やセミナー共催）などの手法も活用

し、潜在的な顧客に対して積極的に提案を行うことで、新たな顧客層の開拓を推進しております。

　以上の取り組みの結果、当事業年度における売上高は444,626千円（前事業年度比26.3％増）となり、前年の

高成長を継続しております。また将来の大きな市場獲得を見据えて新規開発・マーケティング投資などの積極

的な成長投資を継続した結果、営業利益は146,606千円（前事業年度比81.1％増）、経常利益は147,277千円

（前事業年度比81.6％増）、当期純利益は97,544千円（前事業年度比78.5％増）となっております。

　なお、当社はクラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セ

グメント別の記載を省略しております。

第17期第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

　当社では、成熟期にあるプロダクト「ＬＴＶ－Ｌａｂ」では高収益・高成長を確立しながら、「ＬＴＶ－Ｓ

ａｌｏｎ・わくわく店舗」「Ｒｉｇｈｔ－Ｔｉｍｅ」では安定した売上を継続し、導入期から成長期に差し掛

かった「ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏ」「ふるさとＬａｂ」は年を追うごとに順調に成長を続けております。またシー

ド期からスタートアップ期のプロダクトへの投資・開発も並行して進めております。いずれも継続収益が大部

分を占めるＳａａＳ型サービスであり、それぞれの事業による収益が上乗せされる形で成長を継続しておりま

す。高収益の安定事業、成長期待の高い発展途上の事業、成長分野向けの新プロダクト投入による複数プロダ

クトからの継続収入の組み合わせにより、全社ベースで引き続き高い成長率と利益率を同時に実現しておりま

す。

　新規顧客を獲得するための活動としては、コンテンツ制作によるＳＥＯ等によるオンラインマーケティン

グ、Ｗｅｂセミナー等のイベントへの参加により、当社サービスに関心をもつ顧客を集客し、導入を検討する

企業にはサービス説明やデモを実施しながら受注を獲得してまいりました。また販売パートナーとの協働（展

示会出展やセミナー共催）も活用し、潜在的な顧客に対して積極的に提案を行うことで、新たな顧客層の開拓

を推進しております。

　以上の取り組みの結果、当第１四半期累計期間における売上高は126,716千円となり、前年の高成長を継続し

ております。また将来の大きな市場獲得を見据えて新規機能開発投資などの積極的な成長投資を継続した結

果、営業利益は50,611千円、経常利益は50,640千円、四半期純利益は33,968千円となっております。

　なお、当社はクラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セ

グメント別の記載を省略しております。

③　キャッシュ・フローの状況

第16期事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、351,688千円と前事業年度末と比

べ101,766千円の増加となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。
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セグメントの名称
第16期事業年度

（自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日）

前年同期比
（％）

第17期第１四半期累計期間
（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

前年同期比
（％）

クラウドサービス事業

（千円）
444,626 26.3 126,716    -

合計（千円） 444,626 26.3 126,716    -

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は127,973千円（前事業年度は73,477千円の獲得）となりました。これは主

に、資金の増加要因として税引前当期純利益147,277千円（前事業年度は81,107千円の計上、前事業年度比

66,170千円の増加）を計上したことや、減価償却費16,893千円（前事業年度は13,794千円、前事業年度比

3,099千円の増加）等の非現金支出があったことによるものであります。一方で、資金の減少要因として当社

事業の売上債権の増加額8,656千円（前事業年度は6,443千円、前事業年度比2,212千円増加）や、法人税等の

支払額32,710千円（前事業年度は19,974千円、前事業年度比12,736千円の増加）があったことによるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は26,207千円（前事業年度は21,064千円）となりました。これは有形固定資産

の取得による支出6,780千円、無形固定資産の取得による支出19,426千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金はありませんでした。

④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社が提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

ｂ．受注実績

　当社が提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

ｃ．販売実績

　第16期事業年度及び第17期第１四半期累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　（注）１．当社はクラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実

績等の記載は省略しております。

３．当事業年度における販売実績の著しい増加（前事業年度比26.3%増）は、主にクラウドサービス事業にお

いて主力の「ＬＴＶ－Ｘシリーズ」や「ふるさとLab」をはじめとする各プロダクトについて新規顧客獲

得が好調に推移したことによるものであります。

(２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

①財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．財政状態の状況の分析

　財政状態の状況の分析につきましては「(１)経営成績等の状況の概要 ①財政状態の状況」に記載のとおり

であります。

ｂ．経営成績の分析

第16期事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（売上高）

　当事業年度における売上高は444,626千円（前事業年度は352,101千円）となりました。

　主力の「ＬＴＶ－Ｘシリーズ」や自治体向けのふるさと納税寄付におけるリピーターを増やすサービス

「ふるさとLab」をはじめとする各プロダクトが引き続き大きく伸長しており、前事業年度を上回る売上高

を達成いたしました。これは機能拡張やカスタマーサポートの強化といった顧客最優先の施策を継続して行
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ったことによります。

（売上原価、売上総利益）

　当事業年度における売上原価は67,582千円（前事業年度は64,430千円）となりました。これはシステム開

発の件数及び工数増加によるものであります。

　この結果、売上総利益は377,043千円（前事業年度は287,670千円）となりました。

（販売管理費及び一般管理費、営業利益）

　当事業年度における販売費及び一般管理費は、230,436千円（前事業年度は206,706千円）となりました。

これは売上高の増加に応じて販売代理店への支払手数料等が増加したことや上場準備に伴う支出増加による

ものであります。

　この結果、営業利益は146,606千円（前事業年度は80,963千円）となりました。

（営業外収益、営業外費用、経常利益）

　当事業年度における営業外収益は683千円（前事業年度は163千円）となりました。これは主に受取利息に

よるものであります。また、営業外費用は12千円（前事業年度は19千円）となりました。これは為替差損に

よるものであります。

　この結果、経常利益は147,277千円（前事業年度は81,107千円）となりました。これは主に、売上高の伸

長等に伴い営業利益および経常利益が増加したことによるものであります。

（当期純利益）

　法人税、住民税及び事業税は51,811千円（前事業年度は26,631千円）を計上し、法人税等調整額は

△2,078千円（前事業年度は△169千円）となりました。これは主に、当事業年度において課税所得が増加し

たことによる法人税等の増加によるものであります。

　以上の結果、当期純利益は97,544千円（前事業年度は54,644千円、前事業年度比42,899千円の増加）とな

りました。

第17期第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

（売上高）

　当第１四半期累計期間における売上高は126,716千円となりました。

　主力の「ＬＴＶ－Ｘシリーズ」や自治体向けのふるさと納税寄付におけるリピーターを増やすサービス

「ふるさとLab」をはじめとする各プロダクトが引き続き大きく伸長し、「ＬＴＶ－Ｚａｉｋｏ」のスポッ

ト開発による売上があり、前年を上回る売上高を達成いたしました。これは機能拡張やカスタマーサポート

の強化といった顧客最優先の施策を継続して行ったことによります。

（売上原価、売上総利益）

　当第１四半期累計期間における売上原価は19,603千円となりました。これはシステム開発の件数及び工数

増加によるものであります。

　この結果、売上総利益は107,112千円となりました。

（販売管理費及び一般管理費、営業利益）

　当第１四半期累計期間における販売費及び一般管理費は、販売代理店への手数料中心に56,501千円となり

ました。

　この結果、営業利益は50,611千円となりました。

（営業外収益、営業外費用、経常利益）

　当第１四半期累計期間における営業外収益は31千円となりました。これは雑収入によるものであります。

また、営業外費用は1千円となりました。これは為替差損によるものであります。

　この結果、経常利益は50,640千円となりました。

（四半期純利益）

　法人税、住民税及び事業税は14,497千円、法人税等調整額は2,174千円を計上しました。

　以上の結果、四半期純利益は33,968千円となりました。
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ｃ．経営成績に重要な影響を与える要因

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因としては、景気動向や市場環境の変化、法的規制、同業他社、人

材等の様々なリスク要因があると認識しております。詳細については「第２　事業の状況　３　事業等のリス

ク」をご参照ください。

ｄ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、「第２　事業の状況　１　経営方

針、経営環境及び対処すべき課題等　(５）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記

載のとおり、サービス利用料としての月額料金を課金することで、継続的な収益を獲得することができるもの

であるため、ＭＲＲ、金額解約率を指標として重視しております。引き続き、これらの指標のさらなる改善に

取り組み、持続的な成長に努めてまいります。

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に関する情報

ａ．キャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況の分析につきましては「(１)経営成績等の状況の概要 ③キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。

ｂ．資本の財源及び資金の流動性に関する情報

　当社の資本の財源及び資金の流動性については、以下のとおりであります。

　資本政策につきましては、内部留保の充実を図るとともに、経営基盤の長期安定に向けた財務体制の強化及

び事業の継続的な拡大発展を実現させることと、株主への利益還元を考慮し、実施していくこととしておりま

す。

　当社の資金需要の主なものは、人件費、システム開発費、システム利用料等に係る運転資金であります。

　当社は必要になった資金について、主に内部留保と営業活動によるキャッシュ・フローから支出しており、

本書提出日現在において、借入金はございません。また、流動性リスク管理の観点から、事業活動の継続に必

要な運転資金を常時十分に維持することを基本方針としております

　以上により、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は351,688千円となっております。当社の事

業を推進していく上で十分な流動性を確保していると考えております。また、将来的な事業拡大や資金需要に

関しては、必要に応じて、適切な方法による資金調達にて対応する方針であります。

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。この財

務諸表の作成に当たり、決算日における財政状態及び会計期間における経営成績に影響を与える見積りを必要と

します。経営者はこれらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果

は、見積り特有の不確実性があるため、この見積りと異なる場合があります。

　当社の財務諸表で採用する重要な会計上の見積りは「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1）財務諸表　注

記事項　重要な会計上の見積り」に記載のとおりであります。

相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

ジャストウェア株式

会社
日本

システム開発

保守運営

教育業務

2017年12月１日 業務委託契約

2017年12月１日から

2018年11月30日まで

以後１年ごとの自動更新

５【重要な契約等】

　　当社が技術援助等を受けている契約
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６【研究開発活動】

第16期事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

　当事業年度の研究開発費の総額は8,000千円であります。これは、主にＡＩのビジネス活用に向けた研究開発によ

るものであります。

（１）研究の目的

ＡＩのビジネス活用に向けた開発を目的としております。

（２）主要な研究課題

生産性の向上や業務効率化に寄与するＡＩ技術の検証、およびそれらを組み込んだ新たなビジネスアプリケーション

の実用化に向けた技術開発に取り組んでおります。

（３）研究体制

本社および外部パートナーにおいて、研究開発活動を行っております。

（４）研究成果

研究開発活動の成果として、新機能のリリースを行っております。

　なお、当社はクラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セグメン

ト別の記載は省略しております。

第17期第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第16期事業年度（自　2025年４月１日 至 2026年３月31日）

　当事業年度における設備投資の総額は26,440千円となりました。これは、顧客のニーズに対応すべく、サービス改

善並びにサービス拡大のためのサーバー増設及びソフトウエア開発によるものであります。

　なお、当事業年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セグメント別

の記載を省略しております。

第17期第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

　当第１四半期累計期間における設備投資の総額は3,621千円となりました。これは、顧客のニーズに対応すべく、

サービス改善並びにサービス拡大のためのサーバー増設及びソフトウエア開発によるものであります。

　なお、当第１四半期累計期間における重要な設備の除却、売却等はありません。

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため、セグメント別

の記載を省略しております。

2026年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）

工具、器具及び
備品

（千円）

ソフトウエア
（千円）

合計
（千円）

本社

(東京都港区)

本社設備、ソフ

トウエア等
3,446 6,169 40,840 50,457 13

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの

付帯業務の単一セグメントであるためセグメント別の記載を省略しております。

　（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．本社オフィスは賃借しており、その年間賃借料は10,176千円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】（2026年８月31日現在）

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、最近日における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設

　　該当事項はありません。

（２）重要な改修

　　該当事項はありません。

（３）重要な設備の除却等

　　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,468,000

計 8,468,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登録

認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 2,117,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内

容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であ

ります。

計 2,117,000 － －

②【発行済株式】

決議年月日 2019年３月14日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　１

当社従業員　１

新株予約権の数（個）※ 15

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　15,000（注）１、６、８

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 165（注）２、８

新株予約権の行使期間※
自　2021年３月30日

至　2028年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）※

発行価格　　165

資本組入額　 82.5　（注）８

新株予約権の行使の条件※ （注）３、５

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第６回新株予約権

※最近事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2026年８月31

日）において、記載すべき内容が最近事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に

係る記載を省略しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。

　なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　上記のほか、下記２に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株

式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新

株予約権の目的である株式の数を適切に調整する。

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

2026/09/28 16:41:43／26400249_株式会社ＬＴＶ－Ｘ_有価証券届出書（新規公開）

- 34 -



調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）または自己株

式の処分を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

　上記のほか、本新株予約権の割当日後に、当社について株式または新株予約権の無償割当て、合併、

会社分割その他これらに準じる事象が発生した場合で、行使価額の調整を必要とする事由が生じたとき

は、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うことができる。

３．新株予約権の行使条件は以下のとおり。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

    証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場

    合はこの限りではない。

（２）新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいず

    れかの地位にあることを要する。ただし、本新株予約権の割当てを受けた者が任期満了を理由に当社の

    取締役または監査役を退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて本新株予約権の割当てを受けた者

    に書面で通知したときは、引き続き本新株予約権を行使することができる。

（３）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（４）その他の行使条件は、当社取締役会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」

    で定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

５．新株予約権の取得事由は以下のとおり。

（１）新株予約権者が上記３に定める新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予

　　約権を無償で取得することができる。

（２）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画、当社が完全子会

　　社となる株式交換契約、または株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

　　取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

７．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる額に、上記③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。
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決議年月日 2020年３月12日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　４

新株予約権の数（個）※ 35

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　35,000（注）１、６、８

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 165（注）２、８

新株予約権の行使期間※
自　2022年３月31日

至　2029年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）※

発行価格　　165

資本組入額　 82.5　（注）８

新株予約権の行使の条件※ （注）３、５

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

⑤　新株予約権の行使期間

上記表中に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、同表中に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表中の記載に準じて決定する。

⑦　新株予約権の譲渡制限

 譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の行使条件

上記３に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由

上記５に準じて決定する。

８．2023年６月13日開催の取締役会決議により、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株

式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予

約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額」が調整されております。

第７回新株予約権

※最近事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2026年８月31

日）において、記載すべき内容が最近事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に

係る記載を省略しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１株であります。

　なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　上記のほか、下記２に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株

式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新

株予約権の目的である株式の数を適切に調整する。

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）または自己株

式の処分を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。
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　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

　上記のほか、本新株予約権の割当日後に、当社について株式または新株予約権の無償割当て、合併、

会社分割その他これらに準じる事象が発生した場合で、行使価額の調整を必要とする事由が生じたとき

は、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うことができる。

３．新株予約権の行使条件は以下のとおり。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場

合はこの限りではない。

（２）新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいず

れかの地位にあることを要する。ただし、本新株予約権の割当てを受けた者が任期満了を理由に当社の

取締役または監査役を退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて本新株予約権の割当てを受けた者

に書面で通知したときは、引き続き本新株予約権を行使することができる。

（３）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（４）その他の行使条件は、当社取締役会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」

で定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

５．新株予約権の取得事由は以下のとおり。

（１）新株予約権者が上記３に定める新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予

約権を無償で取得することができる。

（２）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、または株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

７．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる額に、上記③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権の行使期間

上記表中に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、同表中に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表中の記載に準じて決定する。

⑦　新株予約権の譲渡制限

 譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の行使条件

上記３に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由

上記５に準じて決定する。
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決議年月日 2023年12月12日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　３

当社従業員　１

新株予約権の数（個）※ 101

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　101,000（注）１、６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 165（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2026年１月１日

至　2033年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）※

発行価格　　165

資本組入額　 82.5

新株予約権の行使の条件※ （注）３、５

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

８．2023年６月13日開催の取締役会決議により、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株

式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予

約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額」が調整されております。

第８回新株予約権

※最近事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2026年８月31

日）において、記載すべき内容が最近事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に

係る記載を省略しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、1,000株であります。

　なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　上記のほか、下記２に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株

式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新

株予約権の目的である株式の数を適切に調整する。

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）または自己株

式の処分を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

　上記のほか、本新株予約権の割当日後に、当社について株式または新株予約権の無償割当て、合併、

会社分割その他これらに準じる事象が発生した場合で、行使価額の調整を必要とする事由が生じたとき

は、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うことができる。

３．新株予約権の行使条件は以下のとおり。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場

合はこの限りではない。
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（２）新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員のいず

れかの地位にあることを要する。ただし、本新株予約権の割当てを受けた者が任期満了を理由に当社の

取締役または監査役を退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて本新株予約権の割当てを受けた者

に書面で通知したときは、引き続き本新株予約権を行使することができる。

（３）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（４）その他の行使条件は、当社取締役会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」

　　で定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

５．新株予約権の取得事由は以下のとおり。

（１）新株予約権者が上記３に定める新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予

約権を無償で取得することができる。

（２）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、または株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

７．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる額に、上記③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権の行使期間

上記表中に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、同表中に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表中の記載に準じて決定する。

⑦　新株予約権の譲渡制限

 譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の行使条件

上記３に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由

上記５に準じて決定する。
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決議年月日 2025年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　３

当社従業員　９［８］

新株予約権の数（個）※ 877［873］

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　87,700［87,300］（注）１、６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 341（注）２

新株予約権の行使期間※
自　2027年３月30日

至　2034年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　341

資本組入額　170.5

新株予約権の行使の条件※ （注）３、５

新株予約権の譲渡に関する事項※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

第９回新株予約権

※最近事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前

月末現在（2026年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内

に記載しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株であります。

　なお、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　上記のほか、下記２に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株

式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新

株予約権の目的である株式の数を適切に調整する。

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）または自己株

式の処分を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

　上記のほか、本新株予約権の割当日後に、当社について株式または新株予約権の無償割当て、合併、

会社分割その他これらに準じる事象が発生した場合で、行使価額の調整を必要とする事由が生じたとき

は、当社は合理的な範囲で行使価額の調整を行うことができる。

３．新株予約権の行使条件は以下のとおり。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場

合はこの限りではない。

（２）新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社子会社の取締役または従業員のいずれかの地

位にあることを要する。ただし、本新株予約権の割当てを受けた者が任期満了を理由に当社の取締役を

退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて本新株予約権の割当てを受けた者に書面で通知したとき

は、引き続き本新株予約権を行使することができる。
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（３）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（４）その他の行使条件は、当社取締役会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」

　　で定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

５．新株予約権の取得事由は以下のとおり。

（１）新株予約権者が上記３に定める新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予

約権を無償で取得することができる。

（２）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、または株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

７．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記２で定められる行使価額を調整して得られる額に、上記③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権の行使期間

上記表中に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、同表中に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表中の記載に準じて決定する。

⑦　新株予約権の譲渡制限

 譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の行使条件

上記３に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由

上記５に準じて決定する。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　2023年７月１日

　（注）
2,114,883 2,117,000 - 10,000 - 93,700

（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）2023年６月13日開催の取締役会決議により、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割

　　　　を行っております。

2026年８月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状
況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ － － 3 － － 13 16 －

所有株式数

（単元）
－ － － 5,230 － － 15,940 21,170 －

所有株式数

の割合

（％）

－ － － 24.70 － － 75.30 100 －

（４）【所有者別状況】

2026年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,117,000 21,170

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,117,000 － －

総株主の議決権 － 21,170 －

（５）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、創業以来、財務体質の強化並びに将来の事業展開に備えるため、配当可能利益を全額内部留保とし、配当

を実施しておりません。株主に対する利益還元については経営の最重要課題の一つとして位置付けており、当面は内

部留保の充実に注力する方針ですが、企業規模や収益が安定期に入ったと判断された時点で、経営成績・財政状態を

勘案しながら、配当による株主への利益還元に努める所存であります。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、企業体質の強化及び将来の事業展開

のための財源として利用していく予定であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当社は剰余金を配当する場合には、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、

取締役会であります。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主重視の基本方針に基づき、継続企業として収益の拡大、企業価値の向上のため、経営管理体制を

整備し、経営の効率性と迅速性を高めております。同時に、社会における企業の責務を認識し、各種サービスを

通じた社会貢献、当社を取り巻く利害関係者の調和ある利益の実現に取り組んでおります。これらを踏まえ、経

営管理体制の整備にあたり、事業活動の透明性及び客観性を確保すべく、業務執行に対するモニタリング体制の

整備を進め、適時情報公開を行っております。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

１．企業統治体制の概要

　当社は会社の機関として、株主総会、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しております。なお、

コーポレート・ガバナンス体制の強化及び経営の活性化・効率化を図るために監査等委員会設置会社制度を採

用し、監査等委員会、内部監査人及び会計監査人が相互連携を図ることで、社内外からの経営監視機能が十分

に発揮される体制を構築しております。

　当社のコーポレート・ガバナンスの体制の概要は以下のとおりです。

ａ．取締役会

　取締役会は代表取締役社長である野口学夫が議長を務め、取締役である柴田喬英、日野勝彦、髙田知孝及

び社外取締役である柿尾正之、後藤高志、西島一博の７名で構成されております。

　取締役会は、原則として毎月１回定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催してお

り、取締役会規程に基づき、経営及び業務執行に関する重要事項の意思決定等を行う他、業績の進捗状況や

その他の報告を行い情報の共有を図っております。

ｂ．監査等委員会及び監査等委員である取締役

　当社の監査等委員会は、常勤監査等委員１名と、非常勤監査等委員２名で構成されており、非常勤監査等

委員の２名は社外取締役であります。原則として、毎月定期的に監査等委員会を開催し、監査内容の共有を

図っております。各監査等委員は、監査等委員会にて策定された監査計画に基づき、それぞれが有する専門

領域において、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の監督状況を監査しております。また、取締役

会、経営会議、リスク管理委員会等の社内の重要な会議への出席、業務執行取締役からの報告及び各部門へ

のヒアリング等を通じて業務執行全般にわたり監視できる体制としており、内部監査人及び会計監査人との
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連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を図っております。

ｃ．経営会議

　経営会議は代表取締役社長である野口学夫が議長を務め、常勤取締役である柴田喬英、日野勝彦、髙田知

孝（監査等委員）及び営業部執行役員である宮内尊紀の５名で構成されており、代表取締役社長は必要に応

じて各部門から出席者を指名することができることとなっております。

　原則として定時取締役会開催に合わせて毎月１回開催しており、当社の会社運営等重要方針ならびに業務

執行に関する重要な事項に関して、取締役会の意思決定の諮問機関として、経営に関する重要な事項を協議

決定し、また、活発な議論により幅広く現場の意見を聴取し、会社戦略の具現化のために検討することを目

的としております。

ｄ．リスク管理委員会

　リスク管理委員会は代表取締役社長である野口学夫を委員長とし、常勤取締役である柴田喬英、日野勝

彦、髙田知孝（監査等委員）及び営業部執行役員である宮内尊紀の５名で構成されております。

　リスク管理委員会は原則として四半期毎に開催されるほか、必要に応じて臨時に開催される場合もありま

す。リスク管理委員会では、リスク管理体制及びコンプライアンス体制の充実、徹底を図るため、当社のリ

スク管理に関する方針、体制及び対策に関する事項、リスク防止策の検討等について協議しております。

ｅ．内部監査人

　当社では、代表取締役社長から命を受けた直轄の内部監査人２名が、自己が所属する部門を除く部署を対象

として、内部監査計画に基づき監査を実施し、監査結果は代表取締役社長及び取締役会へ報告するとともに被

監査部門に対して業務改善に向けて提言等を行っております。

　内部監査人と監査等委員会、会計監査人が監査を有効かつ効率的に進めるため適宜情報交換を行っており、

効率的な監査に努めております。

ｆ．会計監査人

　当社は、監査法人和宏事務所との間で監査契約を締結し、適時適切な監査が実施されております。

２．当該体制を採用する理由

　当社は会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置するととも

に、日常的に業務を監査する役割として、内部監査人を任命し、これら各機関の相互連携によって、経営の健

全性・効率性を確保することが可能となると判断し、この体制を採用しております。

③　企業統治に関するその他の事項

　当社は、業務の適正性を確保するための体制として、2024年８月９日開催の取締役会の決議により以下の「内

部統制システム構築に関する基本方針」を定め、業務の適正性を確保するための体制の整備・運用を行ってお

り、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・ガバナンス体制の強化

を図りながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な経営課題と位置付けており

ます。基本方針の内容は以下のとおりであります。

１．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．取締役及び使用人は、企業倫理規程に基づいて、高い倫理感と良心をもって職務遂行にあたり、法令、定

款及び社内諸規程を遵守するとともに、社会規範に沿った責任ある行動をとるものとします。

ｂ．コンプライアンス体制の構築・維持については、代表取締役社長の命を受けた内部監査人が、内部監査規

程に基づき、取締役及び使用人の職務の執行に関する状況把握、監視、対応を定期的に行い、代表取締役

社長に報告するものとします。なお、法令遵守に関する社内教育・研修は管理部と連携して行うものと

し、定期的にコンプライアンス・プログラムを策定し、取締役及び使用人に対し、コンプライアンスに関

する研修を行うことによりコンプライアンスに対する知識を高め、コンプライアンス意識を醸成するもの

とします。

ｃ．内部通報規程に基づき、法令違反、社内諸規程上疑義のある行為等についてその情報を直接提供すること

ができる内部通報窓口を設置し、社内周知の上、運用するものとします。また、通報内容については、速

やかに調査を行い、コンプライアンス是正のための措置を講じるものとします。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

     取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、職務執行に係る情報を適切に文書又は電磁的

情報により記録し、文書管理規程に定められた期間保存・管理をするものとします。なお、取締役は、こ

れらの文書等を常時閲覧できるものとし、管理部執行役員はその要請に速やかに対応するものとします。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

     当社はリスク管理規程に基づき、当社が直面する、あるいは将来発生する可能性のあるリスクを識別

し、識別したリスクに対して組織的かつ適切な対策を講じるため、リスク管理とコンプライアンスを一体

で推進するリスク管理委員会を設置します。リスクの回避及び軽減等に必要な対策を講じるとともに、講

じた対策が有効であるか定期的に評価するものとします。なお、緊急事態が発生した場合には、代表取締

役社長を最高責任者とする体制をとり、早期解決に向けた対策を講じるとともに、再発防止策を策定する

ものとします。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役会は、全社的に共有する事業計画を定め、各取締役は、計画達成に向けて各部門が実施すべき具体

的な数値目標及びアクションプランを定めるものとし、その達成に向けて月次で予算管理を行い、主要な

指標については、進捗管理を行うものとします。

ｂ．定時取締役会については月１回開催し、月次決算及び業務報告を行い、取締役の職務執行状況の監督を行

うとともに、重要な業務執行についての意思決定を行うものとします。また、経営会議については月１回

以上開催し、日常の業務執行の確認や協議を行っており、取締役会への付議議案についての意思決定プロ

セスの明確化及び透明性の確保を図っております。

５．監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

     内部監査人が協力するとともに、監査業務に必要な補助すべき特定の使用人の設置が必要な場合、監査

等委員である取締役はそれを指定できるものとします。

６．前項使用人の取締役からの独立性に関する事項

     監査等委員である取締役より監査業務に係る指揮命令を受けた特定の使用人は、所属長の指揮命令を受

けないものとします。また、当該使用人の人事異動及び人事考課を行う場合は、監査等委員である取締役

の意見を聴取し、その意見を十分尊重して実施するものとします。

７．取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制

ａ．監査等委員である取締役は、取締役会及びその他重要会議に出席し、必要に応じて意見を表明します。

ｂ．取締役及び使用人は、重大な法令違反及び著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったとき等は、監査

等委員である取締役もしくは管理部に報告するものとします。

ｃ．監査等委員である取締役は必要に応じていつでも監査等委員ではない取締役に対し報告を求めることがで

きるものとします。

８．その他、監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役会は、監査等委員である取締役が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効率的かつ効果的

に把握できるようにするため、いつでも取締役及び使用人に対して報告を求めることができるとともに、

監査等委員である取締役の社内の重要な会議への出席を拒まないものとします。

ｂ．また、監査等委員である取締役は、内部監査人と緊密に連携し、定期的に情報交換を行うものとし、必要

に応じて会計監査人、顧問弁護士と意見交換等を実施できるものとします。

９．反社会的勢力排除に向けた体制

     当社は、反社会的勢力との取引関係や支援関係も含め一切遮断し反社会的勢力からの不当要求に対して

屈せず、反社会的勢力からの経営活動の妨害や被害、誹謗中傷等の攻撃を受けた対応を管理部で一括管理

する体制を整備し、警察等関連機関と連携し、組織全体で毅然とした対応をします。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

     「内部統制システムに関する基本方針」を定めるとともに、財務報告に係る内部統制が有効に行われる

体制の整備、維持、向上を図っております。
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役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 野口　学夫 13回 13回

取締役 柴田　喬英 13回 13回

取締役 日野　勝彦 13回 13回

社外取締役 西島　一博 13回 12回

取締役（監査等委員） 髙田　知孝 13回 13回

社外取締役（監査等委員） 柿尾　正之 13回 13回

社外取締役（監査等委員） 後藤　高志 13回 13回

④　リスク管理体制の状況

　当社は、継続企業の前提として、経営の安定性、健全性の維持を重要な課題と認識しております。リスク回避

及びリスク顕在化時の損害の最小化を目的に、「リスク管理規程」を定め、社内への周知徹底を図っておりま

す。また、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門家の助言を受けることができる体制を整えております。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）

の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めておりま

す。また、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間に、任

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めております。ただし、

当該契約に基づく責任の限度額は法令が規定する額としております。

　これらは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が、期待される役割を十分に発揮できるようにす

るためのものであります。

⑥　取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は５名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨

定款に定めております。

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらな

い旨も定款に定めております。

⑧　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をも

って行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑨　株主総会決議事項のうち取締役会で決議できる事項

　中間配当

　当社は機動的な利益還元を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって

毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑩　取締役会の活動状況

　最近事業年度（2026年３月期）において、当社は取締役会を定例で月１回開催しており、その他の臨時で開催

した取締役会を含め、個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

　最近事業年度（2026年３月期）における取締役会の具体的な検討内容は、以下のとおりであります。

・法定決議事項

・株主総会に関する事項
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・当社株式の名古屋証券取引所ネクスト市場への上場申請に関する事項

・内部統制評価計画に関する事項

・規程改訂に関する事項

・業績に関する事項
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 野口　学夫 1976年７月29日生

2000年４月　株式会社ベンチャー・リンク入社

2008年１月　株式会社Ｊスタイル入社

2013年４月　株式会社LTV-Innovation取締役

2015年12月　当社取締役

2019年６月　当社代表取締役社長（現任）

（注）３ 20,000

取締役 柴田　喬英 1981年６月８日生

2004年４月　那須印刷株式会社入社

2005年８月　東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社

（現　ジャパンディスプレイ株式会社）入社

2008年８月　プレジデンツ・データ・バンク株式会社入社

2009年７月　株式会社パートナーエージェント（現　タメ

ニー株式会社）入社

2015年４月　同社執行役員業務推進部長

2018年12月　株式会社インティメート・マージャー入社

2020年４月　当社入社　営業統括

2022年７月　当社執行役員営業部長

2022年12月　当社取締役（営業部管掌）

2025年７月　当社取締役（管理部管掌）（現任）

（注）３ －

取締役 日野　勝彦 1972年３月６日生

2001年６月　株式会社ぐるなび入社

2003年４月　同社企画Departmentシニアマネージャー

2006年９月　株式会社国際協力データサービス入社

2007年１月　同社第２業務部Webソリューション課課長

2020年８月　当社入社

2022年２月　当社事業部シニアマネージャー

2022年７月　当社CS部シニアマネージャー

2022年12月　当社取締役（CS部管掌）（現任）

（注）３ －

取締役 西島　一博 1956年９月７日生

1980年４月　株式会社大広入社

2005年６月　同社執行役員本社営業担当

2013年４月　同社執行役員第1営業本部長

2019年４月　株式会社Ｄ＆Ｉパートナーズ（現　株式会社

博報堂コンタクト＆ロジスティクス）代表取

締役

2023年６月　同社相談役

2024年６月　当社社外取締役（現任）

（注）３ 10,000

取締役

（監査等委員）
髙田　知孝 1967年１月22日生

1991年４月　三井生命保険相互会社（現　大樹生命保険株

式会社）入社

2000年７月　株式会社ＪＩＭＯＳ入社

2001年９月　同社取締役

2006年10月　株式会社サイバード取締役

2007年11月　株式会社ＴＭＣ 代表取締役（現任）

2010年４月　株式会社プロレコ（現　株式会社ｎｉｊｉｔ

ｏ）設立　同社取締役

2010年９月　当社設立　代表取締役

2011年１月　当社取締役

2015年12月　当社監査役

2016年５月　株式会社リ・インベンション　監査役（現

任）

2016年６月　当社取締役

2018年12月　株式会社スカイディスク　監査役

2023年６月　シャドーコンサルティング株式会社　監査役

2023年６月　株式会社ｎｉｊｉｔｏ　監査役（現任）

2024年６月　当社取締役（監査等委員）（現任）

（注）４ 90,000

（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　7名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
柿尾　正之 1954年５月９日生

1978年９月　株式会社サーク入社

1986年４月　公益社団法人日本通信販売協会入局

2002年５月　同局理事

2016年６月　当社取締役

2016年６月　合同会社柿尾正之事務所設立　同社代表社員

（現任）

2017年６月　株式会社ディーエムエス　取締役（現任）

2017年10月　新日本製薬株式会社　社外取締役（監査等委

員）

2024年６月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（注）４ 60,000

取締役

（監査等委員）
後藤　高志 1979年６月28日生

2004年10月　弁護士登録

2004年10月　森・濱田松本法律事務所入所

2008年７月　末吉総合法律事務所（現　潮見坂綜合法律事

務所）入所

2010年１月　同所パートナー（現任）

2015年12月　株式会社プラップ・ジャパン社外監査役

2016年６月　当社社外監査役

2017年９月　マシンラーニング・ソリューションズ株式会

社　社外取締役（現任）

2017年11月　株式会社ＳＯＵ（現　バリュエンスホールデ

ィングス株式会社）監査役

2018年３月　エッジインテリジェンス・システムズ株式会

社　社外取締役（現任）

2018年５月　Ｌａｎｇｓｍｉｔｈ株式会社　代表取締役

（現任）

2019年３月　株式会社ラーニングエージェンシー（現　Ａ

ＬＬ ＤＩＦＦＥＲＥＮＴ株式会社）社外監査

役（現任）

2019年11月　株式会社ＳＯＵ（現　バリュエンスホールデ

ィングス株式会社）社外取締役（監査等委

員）（現任）

2021年７月　株式会社ＯｓｉｄＯｒｉ　社外監査役

2024年６月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（注）４ 20,000

計 200,000

　（注）１．西島一博、柿尾正之及び後藤高志は、社外取締役であります。

２．当社の監査等委員会の構成については、次のとおりであります。

委員長　髙田知孝、委員　柿尾正之、委員　後藤高志

３．取締役の任期は、2026年６月29日開催の定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．取締役（監査等委員）の任期は、2026年６月29日開催の定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．2024年６月27日開催の株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付けをもって監査

等委員会設置会社に移行しております。なお、移行に際して、後藤高志は監査役を退任しております。

②　社外役員の状況

　当社は社外取締役を３名選任しており、社外取締役３名と当社の間に特別な人的関係、資本的関係又は取引関

係その他利害関係はありません。

　また、コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立的立場での経営監視の機能が重要と考え

ており、社外取締役による独立した立場からの取締役会の監督及び監査が実施されることにより、外部からの経

営監視機能が十分に機能する体制となっております。

　当社には、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありません

が、選任にあたっては、経歴や当社のサービス領域における知見や経験を踏まえるとともに、一般株主との利益

相反が生じることのないよう、株式会社名古屋証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にして

おります。

　当社と社外取締役西島一博との間には、人的関係、その他の利害関係はありません。同氏は、広告業界におけ

る広範な専門知識と豊富な経験及び上場企業での役員経験を有しており、適切な助言を期待できることから社外

取締役として選任しております。同氏は当社普通株式10,000株を有しておりますが、それ以外の当社との人的関
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係、資本的関係又はその他利害関係はありません。

　社外取締役である柿尾正之は、通信販売業界における専門知識及び豊富なビジネス経験を有しており、適切な

助言を期待できることから、社外取締役(監査等委員)として選任しております。同氏は当社普通株式60,000株及

び潜在株式5,000株を有しておりますが、それ以外の当社との人的関係、資本的関係又はその他利害関係はあり

ません。

　社外取締役である後藤高志は、弁護士としての専門知識及び企業法務における豊富な経験を有しており、適切

な助言を期待できることから社外取締役(監査等委員)として選任しております。同氏は当社普通株式20,000株及

び潜在株式10,000株を有しておりますが、それ以外の当社との人的関係、資本的関係又はその他利害関係はあり

ません。

　当社の社外取締役は、取締役会に出席し議案等について意見を述べるなど、客観的かつ中立的に経営全般を監

査・監督しており、当社経営陣への監督・けん制機能として重要な役割を果たしているものと考えております。

③　社外取締役又は監査等委員である社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査と

の相互連携並びに内部統制部門との関係

　社外取締役は取締役会への出席を通じ、また監査等委員である社外取締役はこれに加え監査等委員会等への出

席を通じ、直接または間接的に内部監査および会計監査の報告を受け、必要に応じて取締役の職務の執行状況に

対して意見を述べることにより、これらの監査と連携のとれた監督機能を果たしております。また、取締役会の

一員として、意見または助言により内部統制部門を有効に機能させることを通じて、適正な業務執行の確保に努

めております。

　また、当社の監査等委員会は、社外取締役２名を含む３名で構成されており、取締役会その他重要な会議に出

席するなど業務監査を通じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務執行を十分に監査できる体制と

なっております。
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氏　名 開催回数 出席回数

高田　知孝 14回 14回

柿尾　正之 14回 14回

後藤　高志 14回 14回

（３）【監査の状況】

①　監査等委員監査の状況

　当社の監査等委員会は、常勤監査等委員１名と非常勤監査等委員２名の合計３名（うち社外取締役２名）に

より構成されております。監査等委員会は内部統制システムを利用した監査を実施すべく、毎期策定される監

査等委員会監査計画に基づき、当社において内部統制システムが適切に構築及び運用されているかを確認し、

内部監査人による網羅的な監査実施状況について定期的に報告を受ける体制を整えるとともに、原則として月

１回開催される監査等委員会において情報を共有しております。また内部監査人及び会計監査人とも定期的に

会合を開催し、情報共有及び意見交換を行っております。

　各監査等委員は取締役会への出席を通じ、業務執行状況について報告を受け、またそれらに対し意見を述べる

ことにより、その適法性及び妥当性について監査・監督を行い、適正な業務執行の確保を図っております。

　また、常勤監査等委員の活動としては、内部監査人との定期的なミーティングを通じた内部監査の計画・実施

状況の確認、会計監査人との定期的なミーティングを通じた会計監査の実施状況・結果の確認、代表取締役社長

との定期的な意見交換会の実施、並びに取締役会・経営会議やリスク管理委員会における意見陳述及び審議への

参加等を行っており、これらの活動を通じて監査の実効性と効率性の向上に努めております。

②　内部監査の状況

　当社の内部監査は、ＣＳ部取締役及び管理部取締役の２名が内部監査人として、当社が定める「内部監査規

程」に基づき、内部監査計画を策定し、代表取締役社長の承認を得た上で、自己の属する部門を除く全部署に

対して実施し、監査結果については代表取締役社長及び取締役会に報告する体制となっております。内部監査

については、当社の業務運営及び財産管理の実態を調査し、法令、定款及び諸規程並びに経営方針への準拠性

を確かめ、会社財産の保全、業務運営の適正性の確保を図り、これをもって経営の合理化と効率向上に資する

ことを基本方針として実施しております。

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人和宏事務所

ｂ．継続監査期間

　２年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

平岩　雅司

和田　泰史

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表している「会計監査人の評価及び選定基準策定

に関する監査役等の実務指針」に基づき、会計監査人の品質管理の状況、独立性及び専門性、監査体制が整

備されていること、具体的な監査計画並びに監査報酬が合理的かつ妥当であることを確認し、監査実績など

を踏まえたうえで、会計監査人を総合的に評価し、選定について判断しております。

　会計監査人の職務の執行に支障がある場合のほか、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す

る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員

全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告します。
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最近事業年度の前事業年度 最近事業年度

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

10,000 － 13,000 －

ｆ．監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員会は、監査法人の評価を行っており、同法人による会計監査は、従前から適正に行われ

ていることを確認しております。

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

（注）当社における非監査業務の内容は、最近事業年度の前事業年度及び最近事業年度につきましては、該当事

項はありません。

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａを除く）

該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査公認会計士等からの見積提案をもとに、監査計画、監

査内容、監査日数等を勘案し、監査等委員会において同意の上、決定する方針としております。

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積もりなどが当社の

事業規模や事業内容に適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に

ついて同意の判断を行っております。
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役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）
固定報酬

業績連動

報酬
退職慰労金

左記のうち、

非金銭報酬等

取締役（監査等委員及

び社外取締役を除く）
44,550 44,550 － － － 4

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
6,000 6,000 － － － 1

社外役員 7,200 7,200 － － － 3

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2024年６月28日開催の定時株主総会におい

て年額200百万円以内(同株主総会終結時の取締役の員数は５名)、監査等委員である取締役の報酬額は、年

額60百万円以内(同株主総会終結時の監査等委員である取締役の員数は３名)と決議されております。

　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く)の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定

権限を有する者は、取締役会により委任された代表取締役社長であり、株主総会で決議された報酬総額の範

囲内において、取締役会で別途決定した報酬の基準に基づき、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に

勘案して決定する権限を有しております。監査等委員である取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬

総額の範囲内において、常勤、非常勤の別、業務分担の状況を考慮して、監査等委員会の協議により決定し

ております。なお、当社の役員が当事業年度に受けている報酬等は固定報酬のみですが、2025年３月28日開

催の株主総会の決議により、当社の役員・従業員に対し上記の年間報酬総額の上限とは別枠で、90,900株を

上限として、ストックオプションとして新株予約権を発行することにつき承認されております。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

（注）上記の支給人員及び支給額には、2025年６月27日開催の第15期定時株主総会終結の時をもって、任期満

了により退任した取締役１名が含まれております。

③　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式の区分については、株式価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的とし

て保有する株式を「純投資目的である投資株式」、それ以外の株式を「純投資目的以外の目的である投資株

式」（政策保有株式）に区分しております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

　　証の内容

　　　当社は上場株式を保有しておりませんので保有方針等については記載しておりません。

　ｂ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　該当事項はありません。

　　　(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

　　　該当事項はありません。

　　　(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

　　　該当事項はありません。

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

人材戦略に関する方針

　当社では、多様なバックグラウンドを持つ人材こそが持続的な価値創造の源泉であると考えております。そ

のため、「未経験者の積極的採用」と「教育体制・働きやすい環境づくり」を両輪とした人材戦略を推進して

おります。組織戦略においては、未経験者を幅広く受け入れる母集団を形成し、OJTや研修、日々の業務を通

じて実践的なスキルを習得できる仕組みを構築しております。これにより、従業員がITキャリアの形成を自ら

の成長や働くインセンティブとして捉えられるように支援しております。

　また、効率的な業務プロセスの確立や適正な業務分担の推進により、ワークライフバランスの充実を図り、

安心して長期的に活躍できる環境を整備しております。さらに、業務プロセスの改善貢献や個人の成果に基づ

いた評価・処遇を行うことで、組織のエンゲージメント向上に努めております。今後も、未経験者採用のさら

なる推進と教育体制の強化、そして魅力ある職場環境づくりを両立させ、人材の確保と定着を実現してまいり

ます。

2026年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）
平均年間給与の

対前事業年度増減率（％）

11 36.8 3.6 4,724 8.45

（２）【従業員の状況】

　　①　提出会社の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員数はその総数が従業員数の100分の10未満であるため記

載を省略しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３．当社はクラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であるため、セグメント別の

記載を省略しております。

　　②　労働組合の状況

　　　当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。

　　③　管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金

　　　　の額の差異

　　　当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護

　　　休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務

　　　の対象ではないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基

づいて作成しております。

（２）当社の四半期財務諸表は、株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国

において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて作成しております。

２．監査証明について

（１）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（2024年４月１日から2025年３月31

日まで）及び当事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人和宏事務

所により監査を受けております。

（２）当社は、第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期累計期間(2026年４

月１日から2026年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人和宏事務所による期中レビューを

受けております。

３．連結財務諸表及び四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には会計基準等の内容を適切

に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 249,922 351,688

売掛金 33,642 42,299

前払費用 2,953 2,743

その他 4 372

貸倒引当金 △95 △197

流動資産合計 286,427 396,906

固定資産

有形固定資産

建物 4,344 4,344

減価償却累計額 △606 △897

建物（純額） 3,737 3,446

工具、器具及び備品 9,251 16,031

減価償却累計額 △6,900 △9,862

工具、器具及び備品（純額） 2,351 6,169

有形固定資産合計 6,089 9,616

無形固定資産

ソフトウエア 34,247 40,840

無形固定資産合計 34,247 40,840

投資その他の資産

長期前払費用 1,206 610

繰延税金資産 2,093 4,171

その他 9,030 8,480

投資その他の資産合計 12,329 13,262

固定資産合計 52,666 63,719

資産合計 339,093 460,625

１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当事業年度
（2026年３月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 4,062 4,331

未払金 6,487 7,735

未払費用 4,901 5,485

未払法人税等 19,276 38,377

契約負債 907 799

その他 9,833 12,726

流動負債合計 45,468 69,456

負債合計 45,468 69,456

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金

資本準備金 93,700 93,700

その他資本剰余金 4,772 4,772

資本剰余金合計 98,472 98,472

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 185,152 282,696

利益剰余金合計 185,152 282,696

株主資本合計 293,625 391,169

純資産合計 293,625 391,169

負債純資産合計 339,093 460,625
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

売上高 ※１ 352,101 ※１ 444,626

売上原価 64,430 67,582

売上総利益 287,670 377,043

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 206,706 ※２,※３ 230,436

営業利益 80,963 146,606

営業外収益

受取利息 115 560

雑収入 47 123

営業外収益合計 163 683

営業外費用

為替差損 19 12

営業外費用合計 19 12

経常利益 81,107 147,277

税引前当期純利益 81,107 147,277

法人税、住民税及び事業税 26,631 51,811

法人税等調整額 △169 △2,078

法人税等合計 26,462 49,733

当期純利益 54,644 97,544

②【損益計算書】
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前事業年度
（自　2024年４月１日

   至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

   至　2026年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅰ経費 ※ 64,430 100.0 67,582 100.0

　当期売上原価 64,430 100.0 67,582 100.0

項目

前事業年度
（自　2024年４月１日

   至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

   至　2026年３月31日）

減価償却費（千円） 　　　　　　　　　　　　11,996 　　　　　　　　　14,820

外注委託費（千円） 　　　　　　　　　　　　52,434 　　　　　　　　　52,761

【売上原価明細書】

原価計算の方法

　原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算であります。

（注）※　内訳は、次のとおりであります。
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（単位：千円）

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,000 93,700 4,772 98,472 130,507 130,507 238,980 238,980

当期変動額

当期純利益 54,644 54,644 54,644 54,644

当期変動額合計 - - - - 54,644 54,644 54,644 54,644

当期末残高 10,000 93,700 4,772 98,472 185,152 185,152 293,625 293,625

（単位：千円）

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,000 93,700 4,772 98,472 185,152 185,152 293,625 293,625

当期変動額

当期純利益 97,544 97,544 97,544 97,544

当期変動額合計 - - - - 97,544 97,544 97,544 97,544

当期末残高 10,000 93,700 4,772 98,472 282,696 282,696 391,169 391,169

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 81,107 147,277

減価償却費 13,794 16,893

貸倒引当金の増減額（△は減少） 87 102

為替差損益（△は益） 19 12

受取利息及び受取配当金 △115 △560

売上債権の増減額（△は増加） △6,443 △8,656

仕入債務の増減額（△は減少） 588 36

その他 4,298 5,018

小計 93,336 160,124

利息及び配当金の受取額 115 560

法人税等の支払額 △19,974 △32,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 73,477 127,973

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,837 △6,780

無形固定資産の取得による支出 △18,227 △19,426

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,064 △26,207

財務活動によるキャッシュ・フロー - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 52,412 101,766

現金及び現金同等物の期首残高 197,509 249,922

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 249,922 ※ 351,688

④【キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．固定資産の減価償却の方法

　（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　　15年

　　　工具、器具及び備品　　４年～６年

　（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

２．引当金の計上基準

　　貸倒引当金

　　売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

３．収益及び費用の計上基準

　　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引の対価は履行義務

を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　（1）月額利用料

　　クラウド方式によるソフトウエアサービスの提供を行っております。このようなサービスの提供につい

ては、サービス提供期間の単位（１か月）ごとに履行義務が充足されるため、毎月末日時点で収益を認識

しております。

　（2）初期費用及び開発費用

　　クラウドサービスの提供に必要な初期設定や、個別の要望に応じるソフトウエア開発を行っておりま

す。これらのサービスについては、初期設定およびソフトウエア開発が完了し、サービス提供が開始され

た時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．固定資産の減価償却の方法

　（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　　15年

　　　工具、器具及び備品　　４年～６年

　（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。
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２．引当金の計上基準

　　貸倒引当金

　　売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

３．収益及び費用の計上基準

　　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引の対価は履行義務

を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　（1）月額利用料

　　クラウド方式によるソフトウエアサービスの提供を行っております。このようなサービスの提供につい

ては、サービス提供期間の単位（１か月）ごとに履行義務が充足されるため、毎月末日時点で収益を認識

しております。

　（2）初期費用及び開発費用

　　クラウドサービスの提供に必要な初期設定や、個別の要望に応じるソフトウエア開発を行っておりま

す。これらのサービスについては、初期設定およびソフトウエア開発が完了し、サービス提供が開始され

た時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度中に財務諸表に計上した金額

繰延税金資産 2,093千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

　財務諸表に計上した繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積

りにより繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

②将来の事業計画における主要な仮定

　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としております。同事業計画では、企

業のデジタル化・省力化へのシフト、業務の自動化・効率化などへの取組みを受けたクラウドサービス市場

全体への高い需要が継続している点や、過去の実績及び営業部の活動計画に基づき受注見込み及び売上の積

み上げを予測しております。

　上記の主要な仮定は、将来の不確実な経済条件やクラウドサービス市場の変動の結果によって影響を受け

る可能性があり、将来の課税所得の結果が予測・仮定と異なる場合は、繰延税金資産の回収可能性の評価に

影響を及ぼす可能性があります。

③主要な仮定の不確実性および経営成績等に与える影響

　市場環境の急変や不確実な経済条件の変化により、クラウドサービスに対する需要が著しく低下した場合、

または顧客の獲得計画に遅れが生じた場合等には、実際の課税所得が当初の見積りと異なる可能性がありま

す。仮に、将来の課税所得が予想を下回り、繰延税金資産の回収可能性を見直す必要が生じた場合、翌事業年

度以降において繰延税金資産の取り崩しが発生し、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度中に財務諸表に計上した金額

繰延税金資産 4,171千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

　財務諸表に計上した繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積

りにより繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

②将来の事業計画における主要な仮定

　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としております。同事業計画では、企

業のデジタル化・省力化へのシフト、業務の自動化・効率化などへの取組みを受けたクラウドサービス市場

全体への高い需要が継続している点や、過去の実績及び営業部の活動計画に基づき受注見込み及び売上の積

み上げを予測しております。

　上記の主要な仮定は、将来の不確実な経済条件やクラウドサービス市場の変動の結果によって影響を受け

る可能性があり、将来の課税所得の結果が予測・仮定と異なる場合は、繰延税金資産の回収可能性の評価に

影響を及ぼす可能性があります。

③主要な仮定の不確実性および経営成績等に与える影響

　市場環境の急変や不確実な経済条件の変化により、クラウドサービスに対する需要が著しく低下した場合、

または顧客の獲得計画に遅れが生じた場合等には、実際の課税所得が当初の見積りと異なる可能性がありま

す。仮に、将来の課税所得が予想を下回り、繰延税金資産の回収可能性を見直す必要が生じた場合、翌事業年

度以降において繰延税金資産の取り崩しが発生し、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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（未適用の会計基準等）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）　等

（１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的な修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産

に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

（２）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）　等

（１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的な修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産

に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

（２）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

役員報酬 54,735千円 57,750千円

給料及び手当 52,888千円 53,726千円

支払手数料 50,238千円 61,704千円

減価償却費 1,797千円 2,072千円

貸倒引当金繰入額 87千円 197千円

おおよその割合

販売費 31％ 33％

一般管理費 69％ 67％

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

研究開発費 －千円 8,000千円

（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客

との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を

分解した情報」に記載しております。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客

との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を

分解した情報」に記載しております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は次のとおりであります。

※３　一般管理費に含まれている研究開発費の総額は、次のとおりであります。
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当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式 2,117,000 － － 2,117,000

合計 2,117,000 － － 2,117,000

内訳
目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
当事業年度

期首

当事業年度

増加

当事業年度

減少

当事業年度

末

ストック・オプシ

ョンとしての新株

予約権

- － － － － －

合計 － － － － －

当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式 2,117,000 － － 2,117,000

合計 2,117,000 － － 2,117,000

内訳
目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
当事業年度

期首

当事業年度

増加

当事業年度

減少

当事業年度

末

ストック・オプシ

ョンとしての新株

予約権

- － － － － －

合計 － － － － －

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　２．自己株式に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

　　　（注）１．当社はストック・オプションとしての新株予約権を発行しておりますが、付与時において当社株式は

非上場であり、単位当たりの本源的価値は０円であるため、当事業年度末残高はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　２．自己株式に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

　　　（注）１．当社はストック・オプションとしての新株予約権を発行しておりますが、付与時において当社株式は

非上場であり、単位当たりの本源的価値は０円であるため、当事業年度末残高はありません。
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４．配当に関する事項

該当事項はありません。

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年４月１日）

当事業年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

現金及び預金 249,922千円 351,688千円

現金及び現金同等物 249,922千円 351,688千円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 249,922 － － －

売掛金 33,642 － － －

合計 283,564 － － －

（金融商品関係）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については事業への投資を優先することを基本として、余剰資金は主に流動性の高い金

融資産で運用を行っております。また、デリバティブ取引や投機的な取引は行わない方針であります。今

後、リスクを回避するためにデリバティブ取引を行う必要が生じた場合は、規程等の整備を行った上で実行

する方針であります。

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金等は、全て１年以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　当社は、与信管理規程に従い新規取引先等について与信調査を行い、定期的なモニタリングを行うとと

もに、取引相手ごとに期日管理及び残高管理を行うことでリスクの低減を図っております。

　②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、管理部が月次に資金繰状況を管理するとともに、手許流動性を一定水準以上維持することによ

り、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。「現金及び預金」につい

ては、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。また、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「契約

負債」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
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１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 351,688 － － －

売掛金 42,299 － － －

合計 393,987 － － －

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

　　　　　　　　　価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

　　　　　　　　　定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については事業への投資を優先することを基本として、余剰資金は主に流動性の高い金

融資産で運用を行っております。また、デリバティブ取引や投機的な取引は行わない方針であります。今

後、リスクを回避するためにデリバティブ取引を行う必要が生じた場合は、規程等の整備を行った上で実行

する方針であります。

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金等は、全て１年以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　当社は、与信管理規程に従い新規取引先等について与信調査を行い、定期的なモニタリングを行うとと

もに、取引相手ごとに期日管理及び残高管理を行うことでリスクの低減を図っております。

　②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、管理部が月次に資金繰状況を管理するとともに、手許流動性を一定水準以上維持することによ

り、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。「現金及び預金」につい

ては、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。また、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」及び「契約

負債」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

　　　　　　　　　価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

　　　　　　　　　定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。

 

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　該当事項はありません。

 

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

付与対象者の区分及び人

数

当社取締役　１名

当社従業員　１名
当社取締役　４名

当社取締役　３名

当社従業員　１名

当社取締役　３名

当社従業員　11名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

普通株式15,000株 普通株式35,000株 普通株式101,000株 普通株式90,900株

付与日 2019年３月27日 2020年３月30日 2023年12月31日 2025年３月29日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況 

（２）新株予約権等

の状況」に記載のと

おりであります。

同左 同左 同左

対象勤務期間
期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

権利行使期間
自　2021年３月30日

至　2028年５月31日

自　2022年３月31日

至　2029年５月31日

自　2026年１月１日

至　2033年５月31日

自　2027年３月30日

至　2034年５月31日

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．2023年７月１日付で、普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っており、当該分割後の株式数に換

算して記載しております。
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第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利確定前　　　（株）

　前事業年度末 15,000 35,000 101,000 －

　付与 － － － 90,900

　失効 － － － －

　権利確定 － － － －

　未確定残 15,000 35,000 101,000 90,900

権利確定後　　　（株）

　前事業年度末 － － － －

　権利確定 － － － －

　権利行使 － － － －

　失効 － － － －

　未行使残 － － － －

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利行使価格　　（円） 165 165 165 341

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における公正な評

価単価　　　　　（円）
－ － － －

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（2025年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

（注）2023年７月１日付で、普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っており、当該分割後の株式数に換算し

て記載しております。

②　単価情報

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　ストック・オプション付与日時点において、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの

公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値を見積る方法により算定しております。また、単

位当たりの本源的価値の算定基礎となる自社の株式価値は、簿価純資産方式により算定した価値を用い

ております。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。
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第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

付与対象者の区分及び人

数

当社取締役　１名

当社従業員　１名
当社取締役　４名

当社取締役　３名

当社従業員　１名

当社取締役　３名

当社従業員　９名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

普通株式15,000株 普通株式35,000株 普通株式101,000株 普通株式87,700株

付与日 2019年３月27日 2020年３月30日 2023年12月31日 2025年３月29日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況 

（２）新株予約権等

の状況」に記載のと

おりであります。

同左 同左 同左

対象勤務期間
期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

期間の定めはありま

せん。

権利行使期間
自　2021年３月30日

至　2028年５月31日

自　2022年３月31日

至　2029年５月31日

自　2026年１月１日

至　2033年５月31日

自　2027年３月30日

至　2034年５月31日

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

(1)当事業年度における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　－千円

(2)当事業年度末において権利行使されたストック・オプションの

　 権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　－千円

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．2023年７月１日付で、普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っており、当該分割後の株式数に換

算して記載しております。
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第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利確定前　　　（株）

　前事業年度末 15,000 35,000 101,000 90,900

　付与 － － － －

　失効 － － － 3,200

　権利確定 － － － －

　未確定残 15,000 35,000 101,000 87,700

権利確定後　　　（株）

　前事業年度末 － － － －

　権利確定 － － － －

　権利行使 － － － －

　失効 － － － －

　未行使残 － － － －

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

権利行使価格　　（円） 165 165 165 341

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における公正な評

価単価　　　　　（円）
－ － － －

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（2026年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

（注）2023年７月１日付で、普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行っており、当該分割後の株式数に換算し

て記載しております。

②　単価情報

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　ストック・オプション付与日時点において、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの

公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値を見積る方法により算定しております。また、単

位当たりの本源的価値の算定基礎となる自社の株式価値は、簿価純資産方式により算定した価値を用い

ております。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。
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５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

(1)当事業年度における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　2,986千円

(2)当事業年度末において権利行使されたストック・オプションの

　 権利行使日における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　 －千円

当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産

未払事業税 1,686千円

その他 407

繰延税金資産合計 2,093

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産

未払事業税 3,568千円

その他 603

繰延税金資産合計 4,171

（税効果会計関係）

前事業年度（2025年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ

とに伴い、2026年４月１日以後に開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることとな

りました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金

資産および繰延税金負債については、法定実効税率を34.59%から35.43%に変更し計算しております。

　この変更による当事業年度の財務諸表への影響は軽微であります。

当事業年度（2026年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。
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クラウドサービス事業
合計

月額利用料 開発費用 初期費用

一時点で移転される

財又はサービス
－ 13,246 6,926 20,172

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
331,928 － － 331,928

顧客との契約から生じる収益 331,928 13,246 6,926 352,101

外部顧客への売上高 331,928 13,246 6,926 352,101

当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 27,198

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 33,642

契約負債（期首残高） 723

契約負債（期末残高） 907

クラウドサービス事業
合計

月額利用料 開発費用 初期費用

一時点で移転される

財又はサービス
－ 9,294 6,871 16,166

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
428,459 － － 428,459

顧客との契約から生じる収益 428,459 9,294 6,871 444,626

外部顧客への売上高 428,459 9,294 6,871 444,626

（収益認識関係）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　「注記事項（重要な会計方針）３．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年

　　度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

　　する情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　契約負債は、主に、サービス提供前に顧客から受け取った前受金に関するものであり、収益の認識に伴

　　い取り崩されます。

　　　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、723千円であり

　　ます。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社においては、当初に予定される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「注記事項（重要な会計方針）３．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 33,642

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 42,299

契約負債（期首残高） 907

契約負債（期末残高） 799

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年

　　度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

　　する情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　契約負債は、主に、サービス提供前に顧客から受け取った前受金に関するものであり、収益の認識に伴

　　い取り崩されます。

　　　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、907千円であり

　　ます。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社においては、当初に予定される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため記載

を省略しております。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　当社は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため記載

を省略しております。

【関連情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2)有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。
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(2)有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 138.70円 184.78円

１株当たり当期純利益 25.81円 46.08円

前事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日）

当期純利益（千円） 54,644 97,544

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 54,644 97,544

普通株式の期中平均株式数（株） 2,117,000 2,117,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権４種類（新株予約権

の数1,060個）。

なお、新株予約権の概要は「第

４　提出会社の状況　１株式等

の状況　（2）新株予約権等の

状況①ストックオプション制度

の内容」に記載のとおりであり

ます。

新株予約権４種類（新株予約権

の数1,028個）。

なお、新株予約権の概要は「第

４　提出会社の状況　１株式等

の状況　（2）新株予約権等の

状況①ストックオプション制度

の内容」に記載のとおりであり

ます。

（１株当たり情報）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場株式で

　　　　　　あるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期
末残高

（千円）

有形固定資産

建物 4,344 - - 4,344 897 291 3,446

工具、器具及び備品 9,251 6,780 - 16,031 9,862 2,962 6,169

有形固定資産計 13,595 6,780 - 20,376 10,759 3,253 9,616

無形固定資産

ソフトウエア 78,787 19,660 - 98,447 57,606 13,066 40,840

無形固定資産計 78,787 19,660 - 98,447 57,606 13,066 40,840

長期前払費用 2,527 - - 2,527 1,916 573 610

資産の種類 件名 金額

工具、器具及び

備品

s1新規サーバHW購入費用 2,738

e4リプレースサーバHW購入費用 2,161

ソフトウエア

販管システムの汎用化開発 2,320

割引アラート機能開発 2,160

店舗間移動機能開発 1,980

LTV-MailPOP機能開発 1,200

WEB接客エディター機能開発 1,144

【有形固定資産等明細表】

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）

（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 95 197 － 95 197

【引当金明細表】

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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区分 金額（千円）

現金及び預金

普通預金 351,688

合計 351,688

相手先 金額（千円）

㈱ビービーエフ 2,916

ＮＥ㈱ 1,838

㈱タカキュー 1,804

㈱Ｄｒ．ＶｒａｎｊｅｓＪＡＰＡＮ 1,127

リンツ＆シュプルングリージャパン㈱ 719

その他 33,893

合計 42,299

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

(A) ＋ (B)
　

× 100

(A) ＋ (D)

２

(B)

365
　

33,642 463,121 454,465 42,299 91.5 29.9

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

ロ．売掛金

相手先別内訳

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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相手先 金額（千円）

ジャストウェア㈱ 4,113

㈱Ｅ－リテイリングシステムズ 154

㈱リンク 63

合計 4,331

相手先 金額（千円）

㈱フューチャーショップ 2,172

ジャストウェア㈱ 1,080

㈱ディーカレント 517

㈱ラック 450

監査法人和宏事務所 429

その他 3,086

合計 7,735

区分 金額（千円）

未払法人税 25,756

未払事業税 10,040

未払住民税 2,580

合計 38,377

②　流動負債

イ．買掛金

ロ．未払金

ハ．未払法人税等
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間
（2026年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 355,778

売掛金 44,655

その他 5,741

貸倒引当金 △208

流動資産合計 405,965

固定資産

有形固定資産 9,298

無形固定資産

　ソフトウエア 40,445

　無形固定資産合計 40,445

投資その他の資産 10,886

固定資産合計 60,630

資産合計 466,596

負債の部

流動負債

買掛金 4,856

未払法人税等 14,490

その他 22,111

流動負債合計 41,458

負債合計 41,458

純資産の部

株主資本

資本金 10,000

資本剰余金 98,472

利益剰余金 316,665

株主資本合計 425,137

純資産合計 425,137

負債純資産合計 466,596

（３）【その他】

最新の経営成績及び財政状態の概況

　2026年８月７日開催の取締役会において承認された第17期第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６月

30日まで）及び第17期第１四半期累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期財務諸表は次

のとおりであります。

（１）四半期貸借対照表
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（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

売上高 126,716

売上原価 19,603

売上総利益 107,112

販売費及び一般管理費 56,501

営業利益 50,611

営業外収益

雑収入 31

営業外収益合計 31

営業外費用

為替差損 1

営業外費用合計 1

経常利益 50,640

税引前四半期純利益 50,640

法人税、住民税及び事業税 14,497

法人税等調整額 2,174

法人税等合計 16,671

四半期純利益 33,968

（２）四半期損益計算書

　　第１四半期累計期間
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クラウドサービス事業
合計

月額利用料 開発費用 初期費用

一時点で移転される

財又はサービス
- 6,850 1,500 8,350

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
118,366 - - 118,366

顧客との契約から生じる収益 118,366 6,850 1,500 126,716

外部顧客への売上高 118,366 6,850 1,500 126,716

当第１四半期累計期間
（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

減価償却費 4,398千円

（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（収益認識関係）

　当第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（セグメント情報等の注記）

　当社事業は、クラウドシステムの開発・運営事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため記載を省略

しております。

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。
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当第１四半期累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

１株当たり四半期純利益 16.05円

（算定上の基礎） －

四半期純利益（千円） 33,968

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 33,968

普通株式の期中平均株式数（株） 2,117,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権４種類（新株予約権

の数1,024個）。

なお、新株予約権の概要は「第

４　提出会社の状況　１株式等

の状況　（2）新株予約権等の

状況①ストックオプション制度

の内容」に記載のとおりであり

ます。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場株式である

　　　　ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。
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事業年度 毎年４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 毎年３月31日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日

毎年９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え（注）１

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料（注）２

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載ＵＲＬ：https://ltv-x.jp/ir/afr/

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】

（注）１．当社株式は、株式会社名古屋証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１項に

規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２．単元未満株式の買取手数料は、当社株式が名古屋証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手

数料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３．当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない旨、定款に定めております。

(１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。

2026/09/28 16:41:43／26400249_株式会社ＬＴＶ－Ｘ_有価証券届出書（新規公開）

- 88 -



移動年月日
移動前所有者の
氏名又は名称

移動前
所有者
の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有者
の住所

移動後所有
者の提出会
社との関係
等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

 2025年

 ３月28日
株式会社ＳＲＩ

東京都

港区

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

西島　一博
神奈川県

横浜市港北区

特別利害関

係者等（当

社取締役）

10,000

3,410,000

（341）

（注）４

経営参画意識

向上のため

 2025年

 ３月28日
株式会社ＳＲＩ

東京都

港区

特別利害関係

者等（大株主

上位10名）

川真田　潔 大阪府茨木市 社外協力者 10,000

3,410,000

（341）

（注）４

取引関係強化

のため

第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】

　（注）１．当社は、名古屋証券取引所ネクスト市場への上場を予定しておりますが、株式会社名古屋証券取引所（以下

「同取引所」という。）が定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第276条の規

定に基づき、特別利害関係者等が、基準事業年度の末日から起算して２年前の日（2024年４月１日）から上

場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡（上場前の公募等を

除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。）を行っている場合には、当該株式等の移

動の状況を同施行規則第237条第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの

部）」に記載することとされております。

２．当社は、同施行規則第277条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動の状況に係る記載内容

についての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための

事務組織を適切に整備している状況にあることを確認することとされております。

また、当社は、当該記録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされてお

ります。同取引所は、当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該提出請求に応じない状況

にある旨を公表することができるとされております。また、同取引所は、当該提出請求により提出された記

録を検討した結果、上記株式等の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合に

は、当社及び幹事取引参加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することが

できるとされております。

３．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。

(1）当社の特別利害関係者………役員、その配偶者及び二親等内の血族（以下「役員等」という。）、役員等

により総株主等の議決権の過半数が所有されている会社、当該会社の関係会

社並びにその役員

(2）当社の大株主上位10名

(3）当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4）金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業を行う者に限る。）及びその

役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社又は資本的関係会社

４．移動価格算定方式はＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）及び簿価純資産法により算出

した価格を総合的に勘案して当事者間で協議の上、決定した価格であります。

５．2023年６月13日開催の取締役会決議により、2023年７月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式

分割を行っており、当該株式分割後の「移動株数」及び「価格（単価）」を記載しております。
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項目 新株予約権

発行年月日 2025年３月29日

種類
第９回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式90,900株

発行価格 341円

資本組入額 170.5円

発行価額の総額 30,996,900円

資本組入額の総額 15,498,450円

発行方法

2025年３月28日開催の臨時株主総会

において、会社法第236条、第238条

及び第239条の規定に基づく新株予

約権の付与（ストック・オプショ

ン）に関する決議を行っておりま

す。

保有期間等に関する確約 -

第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

（注）１．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社名古屋証券取引所（以下「同取引所」

という。）の定める規則は、以下のとおりであります。

(１）同取引所の定める同施行規則第282条の規定において、新規上場申請者が、基準事業年度の末日から起算して

１年前より後において、役員又は従業員等に報酬として新株予約権の割当てを行っている場合には、当該新

規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従業員等との間で、書面により報酬として割当てを受けた新株予

約権の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告その他同取引所

が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書類を同取引所が定めるところにより提出するもの

とされております。

(２）当社が、前項の規定に基づく書類の提出等を行わないときは、同取引所は新規上場申請の不受理又は受理の

取消しの措置をとるものとしております。

(３）当社の場合、基準事業年度の末日は、2026年３月31日であります。

２．同施行規則第282条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた役員又は従業員等との間で、報酬と

して割当てを受けた新株予約権を、原則として割当てを受けた日から上場日の前日または新株予約権の行使を

行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。

３．発行価額は、ＤＣＦ法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）及び簿価純資産法により算出した価格

を総合的に勘案して、決定しております。

４．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については、以下のとおりとな

っております。

５．新株予約権割当契約締結後の退職による権利の喪失（従業員２名）により、発行数は87,700株、発行価額の総

額は29,905,700円、資本組入額の総額は14,952,850円となっております。
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新株予約権

行使時の払込金額 １株当たり341円

行使期間
2027年３月30日から

2034年５月31日まで

行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以

下「新株予約権者」という。）

は、当社の普通株式が日本国内外

の証券取引所に上場される日ま

で、本新株予約権を行使できな

い。ただし、当社取締役会の承認

を得た場合はこの限りではない。

②新株予約権者は、権利行使時にお

いても当社または当社子会社の取

締役、監査役または従業員のいず

れかの地位にあることを要する。

ただし、本新株予約権の割当てを

受けた者が任期満了を理由に当社

の取締役または監査役を退任した

場合で、当社の取締役会が特に認

めて本新株予約権の割当てを受け

た者に書面で通知したときは、引

き続き本新株予約権を行使するこ

とができる。

③新株予約権者の相続人による新株

予約権の行使は認めない。

④その他の行使条件は、当社取締役

会決議に基づき新株予約権者と締

結する「新株予約権割当契約書」

で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の決議による承認を要する
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業及
び事業の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社と
の関係

野口　学夫 東京都品川区 会社役員 60,000
20,460,000

(341)

特別利害関係者等（当

社代表取締役社長）

柴田　喬英 東京都大田区 会社役員 10,000
3,410,000

(341)

特別利害関係者等（当

社取締役）

日野　勝彦 千葉県印西市 会社役員 10,000
3,410,000

(341)

特別利害関係者等（当

社取締役）

宮内　尊紀 千葉県千葉市緑区 会社員 3,000
1,023,000

(341)
当社従業員

谷本　光司 千葉県鎌ケ谷市 会社員 3,000
1,023,000

(341)
当社従業員

２【取得者の概況】

新株予約権

（注）新株予約権の目的である株式の総数が1,000株以下である従業員（特別利害関係者等を除く）７名、割当株式の総

　　　数1,500株に関する記載は省略しております。

３【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

株式（自己株式を除
く。）の総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

小村　富士夫（注）１，４ 東京都港区 994,000 42.20

ドコモ・イノベーションファンド

２号投資事業有限責任組合

（注）１

東京都港区麻布台１－３－１

麻布台ヒルズ森JPタワー23階
333,000 14.14

株式会社ＳＲＩ

（注）１

東京都港区虎ノ門１－３－１

東京虎ノ門グローバルスクエア５階
170,000 7.22

古後　淳（注）１ 神奈川県横浜市神奈川区 160,000 6.79

野口　学夫（注）１，２ 東京都品川区
155,000

(135,000)

6.58

(5.73)

舟橋　裕道（注）１ 千葉県柏市 100,000 4.25

髙田　知孝（注）１，３ 北海道札幌市中央区
95,000

(5,000)

4.03

(0.21)

江田　健二（注）１ 東京都渋谷区 80,000 3.40

柿尾　正之（注）１，３ 千葉県八千代市
65,000

(5,000)

2.76

(0.21)

井本　浩樹（注）１ 佐賀県唐津市 40,000 1.70

後藤　高志（注）３ 神奈川県横浜市都筑区
30,000

(10,000)

1.27

(0.42)

柴田　喬英（注）３ －
30,000

(30,000)

1.27

(1.27)

日野　勝彦（注）３ －
30,000

(30,000)

1.27

(1.27)

ジャストウェア株式会社
東京都台東区上野１－20－１

上野一丁目ビル６階
20,000 0.85

－（注）５ －
19,000

(19,000)

0.81

(0.81)

西島　一博（注）３ － 10,000 0.42

川真田　潔 － 10,000 0.42

呉　俊 － 5,000 0.21

張　蔚捷（注）４ － 5,000 0.21

－（注）５ －
3,000

(3,000)

0.13

(0.13)

その他1,000株未満保有者　７名

（注）５
－

1,300

(1,300)

0.06

(0.06)

計 －
2,355,300

(238,300)

100.00

(10.12)

第３【株主の状況】

　（注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名）

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役社長）

３．特別利害関係者等（当社の取締役）

４．当社の元取締役

５．当社の従業員

６．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

７．（　）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。
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独立監査人の監査報告書

2026年９月25日

株式会社ＬＴＶ－Ｘ

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

大阪府大阪市

代表社員

業務執行社員
公認会計士 平岩　雅司

業務執行社員 公認会計士 和田　泰史

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＬＴＶ－Ｘの2024年４月１日から2025年３月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を

行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＬＴＶ－Ｘの2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の

情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の

記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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独立監査人の監査報告書

2026年９月25日

株式会社ＬＴＶ－Ｘ

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

大阪府大阪市

代表社員

業務執行社員
公認会計士 平岩　雅司

業務執行社員 公認会計士 和田　泰史

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＬＴＶ－Ｘの2025年４月１日から2026年３月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＬＴＶ－Ｘの2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券届出書第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の

情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の

記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年９月25日

株式会社ＬＴＶ－Ｘ

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

大阪府大阪市

代表社員

業務執行社員
公認会計士 平岩　雅司

業務執行社員 公認会計士 和田　泰史

監査人の結論

　当監査法人は、有価証券届出書の「経理の状況」のその他に掲げられている株式会社ＬＴＶ－Ｘの2026年４月１日から

2027年３月31日までの第17期事業年度の第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期

累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益

計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＬＴＶ－Ｘの2026年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には

当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（有価証券届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社名古屋証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結

論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が

認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務

諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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